富山県総合開発計画における農業の位置 by 淡路 憲治
富山県総合開発計画における農業の位置
淡路憲治
目次
ま え 7)i き……………………一……－－－・・・・・，一一一一一…一一一一 1 
示 1章 総合開発計画の検討一一一一一一一一一……一一一一一一－－－－－－－－－－ 1 
ヨァ 2章 富山県総合開発計薗につい τ－－－－－－－－－－－－－－－－－－…一一一一一..9 
~3 章 総合開発計画におりる操業問題一一一一一一一一一一 29
富山県総合開発計画における農業の位置
淡路憲治
まえがき
咋 36年、富山県では野心的会県総合開発計画を決定した。本稿は、との計
画になける農業部門を中心として、検討しようとナるものである。
才エ章総合開発計画。検討
才 1節 地域開発。問題について
ζ と数年、地域開発の問題が、にわかに脚光をあびてきたが、その理由とし
て考えられるのは、次の点である。才 1vc、既存の 4大工業地帯の工業発展が
過度集中した結果、種々。幣害によって、資本効率の悪化がいちじるし〈なっ
たからである。才 2vcは、所得。地域格差。拡大ο是正が要請されて、そのた
めにも地域開発。問題がと Dあげられざるをえな〈なったからである。
既存の 4大工業地帯に資本と工業が過度集中して、港湾・道路・工業用地・
工業用水などが不足して資本効率がいちじるし〈低下し、また住宅・上下水道
等の衛生設備・教育設備・防災設備等が不足し、住民ο生活費が暴騰し、をた
種々の公害をひき 4ー としている。まさに現在は、東京κ典型的κみられるよう
に、大都市・大工業地帯。生活は、人口の激増・深刻な住宅難・交通d縫等Kよ
って、混乱のるつぼと化しつつあるといってよい。そこで、 ζのような幣害の
対策として、地域開発が緊急会課題となってきたのである。ところで地域開発
。方向として考えられるのは、大別して 2つある。才 1は、既存。 4大工業地
帯の外延的拡大の方向である。とれは、飽和状態にな bつつある既存の工業地
帯。海岸治の延長か、またはその後背地帯への拡大である。 または‘ ζ れ
らの工業地帯を基点として、大平洋岸 vc新工業地帯を造成ナると
いう万向である。才 2は、既存の 4大工業地帯とは一応別個に、開発拠
点を各地方につく b、とれを中核としてそれぞれの地方経済圏を形成ナる、と
いう方向である。 ζれは、 「日本経済＠立地構造を、ょ b遠心的なものに変え
ようとする発想法Jvc ！るものである。（通産省企画局編、 37年 5月 1日発
行 fわが国の工業立地』｝とれにたいして、前者の 4大工業地帯。再開発。方
向は、ょ b求心的なものであるといえよう。
ζ の両者のうち、今後いずれの方向がよタ重点的なものにをっていくかを決
定ナるのはむつかしいが、その際、考えられねばをらぬ中心問題。一つは、
工業地帯開発と新技術との関連である。最近の工業立地は、いわばコンピナー
ト立地というべき傾向がある。との 5ち、とくに重化学工業の担い手として。
石油化学を中心とナるコンピナートの発展がいちじるしい。しかもその規模が
大型化し、電力一石油ー化学一鉄鋼一造船・機械という巨大会複合コンピナー
トο形成される傾向がつよい。事実、 3D年以降。神武景気・岩戸景気を支え
てきたのは、このような石油化学を中心とする巨大念複合コンピナ』トの形成
。ための設備投資を中心とする生産の発展といク ζ とであった。ととるで、と
の：ようなコンビナート立地のための条件はどのようなものか。
その点について、野口祐一郎氏は次のような三つの条件をあげている。（『
之、コノミスト』 37年 5月 6日号・「コンビナートと工業立地J参照）以下、
γ野口氏の主張を中心として三三の条件について考えてみよ 5。才 1には、石油
化学と鉄鋼業を中心とするコンピナートであるから、広 ¥A土地と大量。工業用
水部必要である。しかも鉄鋼と石油は、地耐力に富む土地を必要とする。とこ
るが既存ο工業地帯は過度集中のために、 ζのような巨大な企業集団を受けい
れる余地は少い。そ ζで、新しい工業地帯を求めるには、上にのベた求心的方
向と遠心的方向のうち、その何れvc:t, .＼／＞てよ b容易K、広大で安価急用地と、
大量。工業用水を確保し5るか、という問題κなる。用地κついては、戦後。
地価の暴騰と農地買収の困難さと、用地面積の臣大化のためκ、百万坪単位の
巨大工場集団になると、埋立地以外は困難であるといわれている。（岩波新書
『臼本の工業地帯』 2 1 D頁）とすると、埋立可能地が存在するか否かが、用
地についての一つのきめ手になる。
コンピナート立地。ための才 2。条件は、臨海地帯に位置ナるとい 5点であ
る。とれはコンピナートの基本原料である鉄鉱石と原油が、いずれも輸入原料
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であるからである。しかも鉄鉱石と原油の輸入κは、数万トンあるいは 10万
トY 級の専用船が入!J？るような良港が必要である。その上、わが国の貿易構
造からして、鉄鉱石・原油・原料炭は、アメリカ・東南アジア・中東K依存し
ているために、 ζ の点からしでも大平洋患の臨海地帯がコ Yピナ’－＇－ r l't遜ナる
というととになる。
71' 3 cl)条件としては、コンピナートは消費地立地型というととである。これ
は原油・鉄鉱石は輸入原料であること、また最近は電力も従来の水主火従から、
逆に火主71<従にかわってきたため、原料立地型から消費地立地型に移ってきた
ためである。また消費地に接近しているというととは、 4大工業地帯を中心と
ナる大都市は、わが国の政治・経済・文化。中心であ夕、ことに資本・金融・
人口が集中し、政府の中央集権的な保護政策によって、巨大な市場が形成され
るが、それらの条件が互に原田と左 b結果となって、をすます消費市場。巨大
化がすすむ。したがって、今後の複合コンピナートが消費地立地型。傾向をも
っとすれば、それは当然、 4大工業地帯を中心とし、基点とし、それに接近し
た臨海地帯という ζ とにならざるをえないであろう。
以上の点からしてs今後コンピナートの立地は、大平洋録。臨海地帯で、大
消費地l'C近〈、しかも 10万トン級の貨物船の入港できる港をもち、埋立の容易
で、かっ工業用水の豊富な地帯というととになろう。したがって将来。新工業
地帯は、関東臨海・東海・近畿臨海・山陽・九州北部b よぴ四国北部K集中す
ると考えるのが、妥当な見通しであるつ。
才 2節地域開発と北陸地方
戦前から政治・経済・文化。各方面からみて大平洋埠は表日本であ D、日本
海側は裏目本であったが、戦後は、貿易構造からみて、戦前とは異って対米貿
易を偏重し、苅社会主義闘貿易を軽視し、と〈 κ中国貿易をシャット・アウト
しているととから、まナます大平洋岸K貿易は集中し、裏日本はいっそう経済
義隠対必ぞれでいる。戦前・戦後の製造菜の地域別生産比率をくらべてみると、
中進地域としての北陸は、 19 3 5年。 4.8 'I>から 19 5 8年の 3.9 'I>l'C低下
しているし、山陰も 0.5 %から 0.4 %1'C$ ..ちている。（野口祐一郎・「シペリ
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ア開発と財界J - r世界』 37年 4月号所収ー ）とのように、表日本と裏
日本を比較すると、表日本は字義ど・5.lJ日。当る側であ b、裏日本は日の当ら
ない側であ b、しかもその格差は現κ拡大しつつある。
それでは、今後コンピナートを中心とする新しい工業地帯は、裏日本κ形成
される見込みは全〈な h のマあろうか。あるいは、ぞれが形成されるとナれば、
いか在る場合κ冬、いてであろ 5か。委た、そのための条件は、何か。まず才 1
に考’えられるのは、裏目本の特定。地域が、特殊会工業原材料。産地である場
合。たとえば、天然、ガス地帯としての新潟と秋田。しかし、 ζの場合も、 との新
潟1または秋田が工業地帯として発展ナるためには、単に天然ガスの蓮池という
条件のみでは、その可能性は弱い。
フナ 2には、巨大な複合コンピナートο形成のために、大型タンカーο入 bう
るような良港がる b、かっそれに接続ナる広大で安価な用地が存在ナるか、ま
たは埋立容易な海岸があるか、また重量富良質な工業用水が存在ナる場合。との
条件は、才 1ょbも決定的に重要である。港については、 わが因。貿易構
造からして、日本海側は大平洋岸κ比較すれば、明らかκ不利でるる。したが
っズ、日本海側。港が大きな役割を来しフるか否かは、対ソ貿易・対北鮮貿易
。今後の発展κかかっているといって過言ではない。また対ソ・対北鮮貿易が
活発化ナれば、シベリアからο原油・鉄鉱石・原料炭ο輸入によって、日本海
1¥Hc工業地帯の形成されて〈る可能性が生まれて〈る。
次K港K接続しての用地問題はどうか。広大にして安髄な用地とい 5点では、
埋立が困難念場合は、農地買収による造成が必要であ b、との捺、農地の買収
｛語格が問題のきめ手となる。戦後。農地改革κよって、大部分の農家は自作農
に！な b、各農家は、他産業と比較ナれば所得格差は拡大の一途をたどってい
るが、兼業化。深化による農外所得。増大に支えられでも農家経済はかならず
じ本燕いとはいえない。したがって、農地買収の場合。地価は、一放的にはそ
れ、ほど安価であるとはいえないだろう。裏目本κ工業地帯が形成されるかどフ
かの重要な条件。一つは、表日本。臨海工業地帯での地価、または埋立による
造成費に比して、裏白木の地価がどの程度κ格安であるか、 Kかかっている。格
安の程度が、どのぐらいωものであるかを決定するοは困難でるるが、表日本
。場合は、大消費市場に近距離であるから、輸送・交通費は安〈、その点を考
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えると、地価。格差は相当大巾なものでなければならないだろ~ 0 と同時に、
裏目本の場合、特定の場所を中心として、その周辺の地域のみでは一大消市場
を形成ナるととはむつかしいから、ど 5しでも表日本。既存の大工業地帯・大
都市と結びつき首それを消費市場としをければなら老い。との表日本の大消費
市場との結びつきの必要という点からナれほ、r 裏白本のうちでも、新工業地帯
としての可能性をもつのは、限られた少数の地域というととにまるであろ 5。
しかも、その条件に良港と広大な背後地と、かっ豊富な工業用水という点を考
えると、裏日本の工業地帯として浮びあがって〈るのは、新潟・富山・石JII・
福井の北越地方というとと Kまるであろう。
とのうち、新潟は日本芳ーの天然ガスの埋蔵量を誇b、その点では他の地域
K優っている。しかし新潟は近年、急速ま地盤沈下をつづけて bb、かつ工業
用水は天然ガスを含有しているので塩分が多〈良質でない点は、暗い影を投じ
ているといえよう。支え新潟港は信浪Jlc河口港であ b、港内埋没はまねがれ
ず、毎年10万dもしゅんせつしている有様なので、現κ信波川と港の分離を
計画している。したがって大規模な良港という点では壁κぷっつかっていると
いえる。しかし新潟を富山と比較した場合、輸送では東京への連繋が使剥であ
る点、また労働力の供給源は農漁村を背景とした周辺＠小都市で容易K求めう
る点、また農地価格の低い～点等は、有利念条件であるといえよ 5。
富山κついては、才 2意以下で検討ナるが、 ζ とでは、富山新港とそ＠後背
地域c問題、それと消費市場としての大阪・名古屋・東京との交通・輸送問題
を見ょう。もし、富山新港が築造され、 ζ れK接続ナる広大な射水地域を工業地
帯として造成しiそれと富山・高向。両工業地帯が結合されれば、北陸臨ーの
工業地帯とな bうるであろう。その上、工業用水は豊富良質であ b、 ζ れは富
山。メリットの一つであるといえ右。ただ富山の場合、大阪・名古屋・東京の
いずれからも輸送・交通の点で問題があ b、総合開発。重要な問題点の一つが
ζζ にあるといえる。｛輸送・交通については、本研究所の田中文信氏。論文
を参照されたい。｝
七尾港をふ＇，（めての金沢地域は、七尾港は良港である上医、港湾拡張も容易
であるが、それに接続して工業地帯をつ＜ 1:J 5る土地をもたないし、また金沢と
は連続した工業地帯を形成しえ念い。一方、金沢はそれに接属した良港をもた
? ?
ないし、また金沢市をふ〈め，て石川県には小松製作所を。ぞいては、みるべき重化
学工業をもたをいので、金沢市を中核としてο工業地帯の造成。見通しは明る
いとはいえない。
敦賀港をふ〈めての福井県はど 5か。敦賀は港としては良港であるが、背後
K工業地帯として伸びるための広大ま土地を有しない点で、新工業地帯として
の可能性は少いであろう。ただ、敦賀港をふ〈めての福井地域としてみれば、
北陸本線の復線電化がナナみつつある点からして、消費市場としての阪神工業
地帯との関連では、富山・石JrIとくらべて決定的K有利であるといえよう。し
かしとの点でも、福井κ工業の発展ナるのは、敦賀港を工業港としての福井工
業地帯。発展というのではな〈、あ〈までも敦賀港を商業滋としてであ b、福
井全体も大阪経済圏の周辺としての発展という意味K j;~ IAてであろヨ。
ζのよ 5K概観するとき、北越の 4県とも、表日本C臨海工業地域に比較し
て、それに優越ナるよ 5念条件にめぐまれた地域とはいえない。ただしかし、
とのような北陸が新工業地帯として発展ナるか否かは、次の条件陀よるといえ
る。
まず方 1Kは、現在のアメリカ一辺倒。貿易構造が是正され、対ソ・対北鮮
貿易が飛躍的な発展をみた場合。この場合よも、それが直椋的 K北陸κ新工業地
帯。形成されるととを意味ナるかどフ沙諸は問題であるが、少くともそれは、北
陸の諸港。貿易量を飛躍的に増大させるであろう。ととうで、この対ソ貿易・
対北鮮貿易の活発化が、北陸κ草子ける工業地帯。形成を現実化ナるかどうかは、
次の条件にかかっているといえる。
すなわち、表日本と比較しての、現在。マイナス商（既存の大工業地帯をも
たず、したがって消費市場κ遠〈、運輸・交通の面で不利、対米・対東南アジ
ア・対欧貿易κ－不利等｝をカバーし 5るほど。条件をつ ＜9うるかどうか。ぞ
れは、表日本の臨海ベルト工業地帯に比して、広大な土地と大量。工業用水が
存在し、かつ安価であるかどうかというととである。あるいーは、決定的K安価
vcし5るようま政策をと bうるかどうかである。もしも用地と用71<l'C j;~ いて表
日本に比して決定的に有利な条件をつ ＜9うるとすれば、その際には、対ソ・
対北鮮貿易の飛躍的発展のみられをい場合でも、北陸K新工業地帯。形成され
る可能性があるといえよう。工業用地については、一般に白木海側は埋立によ
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る工業用地の造成は困難であるから、用地価格は転用農地の価格Kよって決定
されること Kなる。したがって、北陸の工業地帯形成の成否。一つは、転用農
地価格にかかっているといってよ〈、その点では、開発計画は農業問題とから
みあっているのである。次t亡、最近の工業立地にあたっての重要な条件。一つ
律、新工業地帯κbいて必要な労働力をいかに確保し 5るか、という点である。
との点では、北陸が表日本に比してどれだけ優位κあるかどうか。支え既存の
大工業地帯としての京浜・中京・阪神vc結びっくための輸送・交通条件。整備
凶かんが、これまた北陸の開発計画。カギをにぎるものである。との翰送・交
通の点は、主として国家の政策にまつべきものであ b、もし地域開発を国家が
重視ナるというのであれば、重点的な政策をお、とをうべきである。
次に消極的な意味では、大平洋岸のベルト工業地帯がのびきってしまって、
飽和状態Kたっし、ぞれ以上の拡張が資本Kとって得策でなくなるような時期
κなれば、大平洋岸から裏目本へと地域開発の重点を移ナととが考えられる。
との場合は、表日本と裏日本。地価。格差その他が、それほど大きくな〈とも、
裏日本に工業地帯の形成される ζ とが考えられる。しかし、とれはあくまでも
消極的・受動的な意味のものであ b、大平洋ベルト工業地帯が飽和状態Kたつ
した後のことである。かっその際も、次の拠点が、北陸になるか、東北κなる
か、または北海道K左るかは、一義的に予測しえない。したがって結局、北陸
地方。総合開発・新工業地帯。形成については、の対ソ・対北鮮貿易、＠用地
・用水、＠労働力の確保、＠運輸・交通、＠原材料資源等の問題に帰着するこ
とになろう。
才 3節 長期の景気動向と地域開発
地域開発計画の問題を、長期。景気動向との関連vc$~いてみれば、どうか。
日本資本主義は、戦後の危機と荒廃の念かから急速K立ちな b夕、とくに昭
和 32～3 3年の不況後のこと数年間は、熱病的な高蓄積・高成長をつづけて
きた。 池田内閣の高度経済成長政策＝＝所得倍増政策のもとで、意大な
設備投資をなとない、コンピナートを頂点とする産業。近代化・合理化政策を
全商的vc$~しすナめてきた。しかし、との落大~設備投資は輸入を増大させ、
国際収支の危機をもたらし、これを克服するための金融引締め政策は、生産。
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発展と蓄積のテンポをκぶらせつつある。また、最近の物価水準。一般的騰貴
は、今後の経済発展にとって深刻な問題となってきている。つま b、所得倍増
計画とム－ 1-・ vc:支えられた 32～3 3年以降。息の長い岩戸景気も、国際収支
の赤字一金融引締めと、物価水準の一般的勝貴Kよって、いまや政策転換をせ
まられているといってよい。
ととうで、朝鮮戦争終結後の 2 8～2 9 ＆：手。不況後。神武景気以降。蓮大会
設備投資による産業構造の重化学工業化は、戦後の新技術である石油化学工業
をや心として、電力一石油ー化学一鉄鋼一造船・機械という巨大な複
合コ Y ピナートの建設の鰻にそってなされてきたものである。しかし、新技術
としての石油化学を起動力とナる高成長・高蓄積も、ナでκその山をとした
と見るべきである。したがって、 ζの高成長。余波はな bつづ〈としても、長
期の景気動向として、とれまでのよう左高成長がな b持続ナるととは期待しが
たい。丁度そのような時期に、地域開発政策として石油化学一鉄鋼のコンビ
ナートを棋幹とする工業地帯。造成。計画がなされるとナれば、それは時期的
にみて、その実現性は疑問であるといわざるをえ：＆ IA o と〈に地域開発計画に
よって、所得倍増計画vc:i.~ ける全国王子均以上の雇用・生産・所得。上昇率を見
込むとすれば、それは、いよいよ困難であるといわざるをえない。
もちうん、長期の景気動向からして、石油化学を起動力とする高成長・高蓄
積はすでにそο峠をこしたからといっても、その ζとは石油化学一鉄鋼のコ
ンピナート建設を根幹としての地域開発計画。すべてについて、実現性がない
というのでは左い。そうではなく、との計画によって国全体での所得倍増計画
以上。雇用・生産・所得。上昇率を期待するのは、無理であるということだ。
（注 ζの長期の景気動向。観点からの、地域開発計画。本格的を検討は、
本研究所の柴田裕氏陀よって、なされる予定である。）
? ?
フ十 2章 富山県総合開発計画Kついて
才 7節総合開発計画のねらい
県の総合開発計酪は、総合計画と行政計画。 2編からな b、前者は36 2頁、
後者は 19 0頁からなる老大友計画書が作成されている。総合計画は、昭和36
年度から約 10年間にわたる果。地域と住民を対象とするものである。その内
容は、地域一体化構想のほか、経済総合・ 71<政・農林水産・商工薬業・産業基
綾・厚生・教育の 7計画と、県勢躍進上の重要課題である青少年活動推進・射
水地域総合開発・立山黒部有峰地帯観光開発。 5計画からなっている。また、
行政計画は、総合計画のうちで県が直接担当する分野Kついて、 5ヶ年にわた
る具体的実施計函として年度別に組まれたも οである。
との総合計画全体をつらぬく基本的な方向と意図は、県経済の安定した発展
をはかつて、県民の雇用と収入を増大し、県民の生活。向上を目指ナ ζ とであ
る。とくに、 ζ の計画κbける野心的な点は、国家の所得倍増計画Kあわせて
の果の倍増計画をはかるのみならず、全国平均を上回ることを計画していると
とである。就業人口は、近年、県外転出。増加によ b低迷をつづけ、全国平均
よbも増加率。波少しているのを、 40年度以降は全国平均以上。増加率に引
上げるとと、また県民所得も 40年度以降は全国平均の成長率を上回る率。引
上げを、ねらっている。つまりこの計画では、その後半。 40年度以降f'(-1?い
て、全国平均以上の就業人口と県民所得。増加率を意図しているのである。と
のような野心的計画を達成するためのかなめは、端的にいって、射水地域。総
合開発計磁κある。すなわち、この射71<地域総合開発計画では、才 1f'(大型船
舶を入れるととのできる新港を射71<地域に建設し、その背後地K石油一発電
一化学一鉄鋼などの複合コンビナート Kよる基幹工業地帯をつく b、とれ
と隣接の富山・高岡工業地帯を結合し、さらに泉内はもちろん近隣地域K才 2
次、才 5次の関連加工工業を分散立地させ、それらと ο相互交流Kよって、
大地方工業閣を形成しようというのである。
との射水池域の開発によって、臨海工業地帯では多〈の労働力を雇用し、
方農業は規模の適正化によって合理的な経営がすナみ、労働力。余裕もでき、
その結果、農家は農業所得の増大にあわぜて兼業所得も増大し、農工ο所得格
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差は是正される、という。また都市人口ο増加は菌芸作物や乳肉品。需要をた
かめ、農業経営では、それに対応、ナるよ？ l'C.畜産・園芸をと bいれた収益。高
い農業経営がいとなまれる。この農業地帯。背後。丘陵地帯に近代的な住宅建
1設をすすめる。かくして、射水地域の開発計画が達成されるならば、富山新港
につづ〈臨海工業地帯、南端K住宅地帯、中間K農業地帯と簡易商業地帯の造
成とな b、とれに富山・高岡の両市が結び合わされて、基幹都市が形成される
ととになる。との計繭を基盤として、それに関連して泉内の他の産業も発達し
て、果。総合開発計画がはじめて成功しうるという構想である。 ζのよう K射
水地域の開発計画こそ、まさに県開発計画のかをめであるといえる。その他κ、
立山黒部有峰地帯観光開発計画がるるが、とれは、県全体の計画。重要な一環
であるとしても、町その中心または根幹という位置を占めているとはいえ左い。
したがって本稿では、この観光開発計画は捨象して、射水地域開発計画κ
焦点をあわせて検討したい。
才 2笥開発計画の内蒋
まず、総合開発計画{IC:Ji;-ける人口就莱計画をみよフ。富山県の人口増加速度
は、、近年、全国平均κ〈らべてが〈れる傾向κある。との計画にふいても、そ
の前半ではな辛子転出超過傾向が考えられているが、 40 年度以降の後半には、
逆に転入超過に転イヒナることが予想されている。すなわち才 1表によれば、基
準年次 31～3 4年度の総人口 1u 2万 8,70 0人から、 40年度には I0 4 
｝万 1,4 0 0人と想定されているが、これは自然増加は 3万 5,6 0 0人であるが、
社会増加は転出増で2万 6,8 0 0人減すあるから、その結果として純増加は、
8, 8 0 0人にとどまったからである。とこうが計画。終る 45年度では総人口
は 11 1.万台40 0人と想定されているが‘これは自然増加の 5万 5,.900人
氏、とんどは社会増加は転入増。 5万九 10 0人を加えた純増加 7万民 00 0 
人によってである。つま bζ の計画。前半の 5年間では社会増加については、
:;t :j;~ 2万ム80 0人の転出増を見込んでいるが、後半では逆 {IC3芳 9.1 0 0入
。転入増を見込んでいるのでるる。これは県内κ:j;,IAて、射水工業地帯の開発
を中心として、就職。場所と議会が多くなることが見込まれているか bでるる。
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総人
口
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就
業
説
業
才 1表
事 項 基
計
準
昭和何年度
{ 31内科33)
結、 人 口 1, 02 8,7 0 0 1, 0 4 1,4 0 0 
( 31～・3 5} (36～40) 
自 然 増 カE 3 9,2 0 0 3 5,6 0 0 
社 会 増 カ日 ;'.:,. 27.700 よ込 26,800 
純 増 カ日 1 1,5 0 0 8,8 0 0 
生産年令人口 698,600 798,900 
実 労働力人口 515,700 5 5 ,40 0 
就業人口 510,500 55 0,9 0 0 
才一次産業 21 9,800 194,300 
数 ヨナ二次産業 124.6 0 0 153,000 
才三次産業 13 8.100 168,000 
（メJ 運輸公益事菜 2 8,0 0 0 35,6 0 0 
失業人 ロ 5,2 0 0 4,50 0 
労働力率 7 3.8 69.5 
構 就 業 率 99.0 ？虫~2
成
就業人口 1 0 .0 1 0 .0
比 才一次産業 4 3.1 35.3 
7:Y二次産業 24.4 2 7.8 
( %J 芳三次産業 27.0 30.5 
運輸公益事業 5.5 6.4 
県勢総合計画書、総合計画編才5～4頁よb
（ムは減〉
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商 、伸び（係7
4 5年度 40年甚 45年度
1, 11 6,4 0 0 101 109 
(41-45) 
35,900 
39,100 
7 5,0 0 0 
874.800 11 4 1 25 
589,700 1 0 8 11 4 
587,700 1 0 8 11 5 
168,000 88 76 
187,700 123 1 51 
1 9 1,1 0 0 1 22 1 38 
4 0,9 0 0 127 146 
2,0 0 0 87 39 
一ー
67. 4 
99. 7 
1 0 .0
28.6 
31.9 
32.5 
7. 0 
これを就業人口についてみると、基準年次の 5 1万 50 0 0人から、 40年度
は 5 5万90 0人（ 108%）、 45年度は 5 8万 77 0 0 人（ 115~ ）と
増加している。産業別の内訳でみれば、才 1次産業は、基準年次の21万9800
人から 40年度は :1 9万 43 0 0人（ 8 8労｝、 45年度は 16万 80 0 0人
( 7 6労）と大巾左減少を見込み、逆に矛 2次産業は 12万 46 0 0人から、
1 5万 30 0 0人（ 123%）ー -3" 1 8万 77 0 0人（ 151%）と激増を見込
んでいる。また矛 5次産業、運輸公益事業でも、それぞれ大巾会増加が予測さ
れている。つま b就業人口については、芳 1次産業のみが大巾K減少し、他。
産業では大き〈増加し、と ＜vr.芳 2次産業では 1.5倍という激増が見込まれて
いる。かくして、基準年次では、全就業人口 K占める構成比率が、芳 1次産業は
4 3. 1 %であるのが、 45年度には 2a 6 %と激減し、逆に矛 2次産業は24.4
労から 31. 9労へ、また:t3次産業は 2 7 %から 32. 5婦へと激増ナることに
なっている。（才 1表参照）
:t 1次産業のうち。大部分を占める農業では、農業就業人口の激減と、一方
では経営規模は拡大し、機械化のすすんだ近代的自立農家を想定し、他方には
零細規模。農家は自立農家のために農地を提供ずる、といフ構造政策。ナナむ
ことが考えられている。（富山県総合開発室編r＆.＇.）ぴゆ〈富山県 J1 6頁参照）
:t 2次産業では、工業の種類。現状では成長産業Kとほしいので、とοまま
の状態では働〈職場は、全国の平均伸び率ほどには伸びないから、新港築造を
中心とする新工業地帯κ化学工業、鉄鋼、機械工業等の成長産業の育成によっ
て、就業人口の増加を目指している。｛才2表、参照）また建設業では、電源
開発・北陸線。復線電化・新港築造・あるいは治山治水事業・住宅環境施設整
備等によって、 45年度には基準年次＆.＇.） 3 8 % ＆.＇.）雇用増加を見込んでいる。
:t 3次産業は、サービス部門・金融保険不動産業・卸小売業。それぞれの大
巾な増加によって、 45年度には基準年次ο38労ο増加を見込んでいる。
（才 2表、参照）
運輸公益事業では、電力需要。増大・貨客輸送量とくに自動車輸送量の増大、
また伏木・富山港の改良と新港。築造による貨物取扱量。造大によって、 46 
%という大巾な麗用増を見込んでいる。（才 2表、参照｝
?? ?
才 2表 就 業 人 口
実 数 （人） 発 展 上七 （¢） 構 成 比 ( % ) 
区 分
基準（31～33 昭和40年 4 5年 40／基 45/40 45／碁 基準 4 0年 4 5年
総 数 510,500' 550,900 587,700 1 0 7. 9 1 0 6.7 1 1 5.1 1 oo,o 100.0 1 0 .0
ガ’ 一 次 産 業 219,800 194,300 168,000 aa4 86.4 7 6.4 43.1 35.3 28.6 
農 業 209,300 185,000 160,000 88.4 8 6.4 7 6.4 41.0 33.6 2 7.2 
林 業 4.40 0 4,0 0 0 える00 90.9 90.0 81. 8 0 . 9 0.7 0.6 
漁 業 6, 1 0 0 5,3 0 0 4.4 00 8 6.9 83.0 7 2.1 1.2 1.0 0.8 
* 一 次 産 業 1 2 4,60 0 1 5ミ000 187,700 1 22.8 122.7 150.6 24.4 27.8 31.9 一
鉱 業 1, 1 0 0 1.10 0 1, 1 0 0 1 0 . 0 1 0 .0 1 0 0. 0 0.2 〔J.2 0.2 
り吋
建 設 業 3 1,5 0 0 36,800 43,500 11 6.8 11 a2 1 3 8.1 6.2 6.7 7.4 
製 造 業 9 2,0 0 0 115,100 143,100 1 2 5.1 124.3 1 5 5.5 1 8.0 20.9 24.3 
ガア 一 次 産 業 138,100 1 6 8,00 0 1 9,1 0 0 1 2 1. 7 11 3.8 1 3 8.4 27.D 30.5 32.5 
多P 3τ全E~ 業 7 0,7 0 0 83,700 9 4,2 0 0 11a4 1 1 2.5 1 3 3.2 1 3.8 1 5.2 1 6.0 
金融保険不動産 5,9 0 0 7, 00 0 8, 1 0 0 11 8.6 11 5.7 1 3 7. 3 1. 2 1. 3 1.4 
サーピス業主子よび公務 6 1,5 0 0 77.300 88,8 0 0 125.7 11 4.9 1 2.0 1 4.0 1 5.1 
運輸公議事業 2a,ooo I 40,900! 1 27.1 11 4.9 1 4 6.1 5.5 6.4 7.0 
総合計画縞 2 8頁よタ
とのように才 1次産業の雇用。激減と才 2次、芳 3次産業・運輸公益事業で
の激増を見込んでいるが、とうした計画を支えているのは、新港築造とそれK
接続する臨海工業地帯。造成と、との工業地帯につづ〈農業地帯、その背後地c
bける住宅地帯。形成というととである。以上は県全体としての就業人口計画
であるが、次κ射水地域開発計画にかける就業人口計画をみよう。
ヨナ 3 表 増 カ日 人 ロ （単位人｝
工業全部が立地した場合 昭和 4 5 年度
就業人口 全 人 口 就業人口 全 人 口
需要 純増 射水 富山 合計 需要 純増 射 7.K 富山 合計地域 ！高岡 地域 高岡
ヱ 業 37, 00口 33.9日 90, 500 17, 200 1口7.700 15, 300 13. soo 36.500 6，旬。 43.300 
建設業 2.800 300 1, 300 1. 30日 6, 800 4,800 7. 1日 2日 7. 300 
運車合企益 2,500 2,300 5,200 1, 500 6, 700 700 700 1, 900 30日 2.200 
芳三次 1a 600 15,3日 30, 700 a 900 39, 600 6,500 4,800 8. 900 3,800 12. 70口
計 I 60.吋山口1127.7円27.600 155,300 29, 30口 23.8口D 54,400 1. 100 i 65,5日 J 
総合計画編 3 0 6頁ょb
九’y 3 表によれば、射 7.K 地域開発計画 1-c:;1:,~ いて工場全部が立地した場合 K は、
就業人口の純増は 5万 1,8 0 0人であ b、また 4 5年度では純増は 2万三 8ci 0 
人である。との 2万三 8 0 0人のうち工業での増加は 1万三 5 0 0入、建設業
では 4,8 0 0人であ b、両者をあわせての才 2次産業全体では 1万 8,3 0 0人
の増加である。 ζο1万 8,3 0 0人とい 5増加数は、泉全体で ο才 2次産業。
就業人口の基準年次から 4 5年度までの増加数6万三 10 0人κ比較すれば、
小さい数κみえる。しかし、 ζ1の県全体での増加見込数 6万三 1 0 0人から射
水地域の増加数 1万 8,?i 0 0人を差引いた 4万 4.8 0 0人は、基準年次から45
年度までの 12～1 3年間での増加数であ b、 ζ れは年平均κして 3,4 0 0～ 
三 5 0 0人とい 5ととに念る。また 4 0～4 5年度を比較すれば、県全体での
芳 2次産業の増加数は 5万4,7 0 0人fある。とのうち射水地域での純増加分
は 1万 8,3 0 0人でるるから、これは才 2次産業全体の増加数の半分以上にあ
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たる。とうしてみれば、才 2次産業rc:l>.，.ける 40～4 5年度。増加数のうちに
占める射水地域の臨海工業地帯。造成による 1万 8,3 0 0人の雇用増という ζ
との、大きな意味がわかる。また予定の工場全部が立地した場合Kは、工業 5
万 3,9 0 0人、建設業 30 0人、計 5万4.2 0 0人の治加とな b、とれは相当
大き左増加である。要するに、もしとの射水地域の臨海工業地帯が造成されな
いをらば、芳 2次産業の就業人口の増加率は全国平均ょ bも下回るととになる
のである。ぞれが臨海工業地帯。造成Kよって、 4 0～4 5年度には全国水準
を上回ることが期待されているのである。
次に所得計画をみよう。
才 4表によれば、富山県ο県民所得総額は基準年次では 88 6億 2.5 0 0万
円であ b、とれは全国で 33番目であるが、県民 1人当 bにすれば 8万ム 15 2 
円であb、とれは全国平均の国民 1人当 b所得。 98. 2 <f,にあた夕、とれは10 
番目。順位であ D、ほほ全国平均水準にあることをしめている。（前掲『のび
ゆ〈富山県J1 7～1 8頁、参照）
しかし過去 1 0年聞の京民所得。推移をみると、ぞの成長率は昭和 32年ま
では、大体、国民所得。成長率を下回るととはなかったが、 33年以降は下回
るようになっている。ぞの原因は、産業構造、とくに工業構造が成長性の低い
ものにかたよっていることと、近代的成長産業を立地させるにたる産業基盤の
整備がたち j>-.＜れているととにるる、といわれている。（前掲『総合計画編J
3 3頁、参照） ζο ままで進めば、県民所得。発展は所得倍増計画。線にそう
ことができず、全国平均との格差。拡大をふせざえないことになる。
そこで、県の総合計函では、富山新港とそれに接続ナる臨海工業地帯。造成
を中心として、産業基盤と施設を近代的に整備し、成長産業の立地をしようと
しているのである。これによって、計画の全期間をつうじての県民生産所得の
成長率は、国の倍増計画。成長率である 7.8 %を上回る 8.0 %を見込んでいる。
しかし、臨海工業地帯になける成長産業または基礎産業を、まだ誘致ナるに
いたっていない計画の前期では、県民生産所得。成長率は因。場合工 bも若干
低い年率 7.5 %程度とみられている。｛前掲『総合計画編』 33頁、 『のびゆ
く富山県J1 9頁、参照）しかし、計画の後期になって、新港築造Kともない
成長産業または基礎産業が立地され、工業構造。体質改善がなされるならば、
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才 4表 県 内 生 産 所 千尋 （単位百万円）
基準 昭和 発 展 比 （¢） 構成比（%〕区 告を ｛昭和31～｝ 4 5年度
33年度 4 0年度 4 0／基 4 5 / 4 0 4 5／基 基 40 45 
1. ~、. 額 88,668 158,095 242,362 1 7&3 ( 7.5) 153.3 (8.9) 273.3(&0) 100. 0 1 D 0.D 100.0 
2. 芳一次産業 1 8,2 31 23,139 26,82 9 126.9(3,0) 115.9(3.0) 147.2(3.0) 20.6 1 4.6 11. 1 
農 業 1る，P96 2 1.7 0 4 2 5,2 7 3 127.7(3.1) 11 6,4 ( 3.1.) 148.7(3.1) 1 9.2 1三7 1 D.4 
林業、 狩猟業 532 605 652 1 1 3.7 1 0 l.8 1 22.6 0.61 0.4 D.3 
漁業水産養殖業 703 830 904 11 8.1 12 a6 1 2 a6 0.5 0.4 
3. :t二次産業 29,910 5 7,7 31 97,705 1 9 3.0 ( &6) 1 6史2(11.1) 32 6.8 （矢5) 33.7 36.5 40.3 
鉱 業 11 4 1 7 8 270 1 5 6.1 1 5 1.7 2 36.8 0.1 0.1 0.1 。、
建 設 業 る，913 1 0,8 4 3 16,42 4 1 56.8 1 51. 5 2 3 7.6 7. 8 も.9 6.8・ 
製 造 業 2 2,8 8 3 4 6,71 0 8 1,D 1 1 2 0 4.1（虫3) 173.4 (11.7) 354.0(10.3) 25.8 2 9.5 33.4 
4. 分二 IK 表業 3 2,81 8 61.7 68 9 2,2 91 1 88.2 ( &2) 149.4(&4) 281.2(&3.) 3 7.0 3ヌ1 38.1 
卸売業小売莱 1 3.7 0 0 2 5,58 4 38,181 1 86.7 1 4 9.2 2 78.7 1 5.4 1 6.2 15.8 
金融倒験不動産業 4,0 38 7.7 2 2 10,48 5 1 91.2 1 35.8 2 59.7 4.o 4.9 4.3 
サービス業公務 15,0 80 28,462 4 3,6 2 5 188. 7 153.3 28虫5 17.D tao 1ao 
5. 運輸通信公議事業 1 0,2 0 5 1ヌ451 31,2 7 8 1 90.6 ( &4) 1 6 0.8(10.0) 3 0 6.5（虫0) 1 1.5 1 2.3 1 2.9 
日一一一‘
6. 計 91,1 6 4 162,0 8 9 248,1 03 1 7 . 9 ( 7. 5) i 153.1(8.9) 2 7 2 2 ( 8. 0 ) 1 0 2.8 , 1山 1024 
7. （控除）
♂調 整 2.4 9 6 3.9 94 5,7 4 1 ! 16 o.o 143.7 230.0 iム乙8 6 2.5 ム 2.4I 項 目：
を' 
注 〈 ｝内数割ま今蔀をしめナ。 総合計画編 3 8頁よ b
県民生産所得水準は国。平均成長率よ bも高い年率 8. 9 労になるとされてい
る。したがって県の所得水準。上昇。目標が達成されるか否かは、射水地域の
開発計画が実現されるか否かκかかっている。
生産所得についての若干。数字をあげれば次C どとくである。（前掲、 :t4 
表参照）生産所得総額は、基準年次の 88 7億円から、 4 0年度は 1,5 8 1億
円、 4 5年度には 2.4 2 4億円と想定されている。 ζれは基準年次κたいして、
4 0年度は 1.7 8倍、 45年度は 2.7 3倍である。 ζ の 4 5年度。乙 7 3倍と
いうのは国の倍増計画Kかける、国民総生産所得。基準年次にたいナる 45年
度。目標 2.6 1倍を上回るものである。
とれを産業部門別にみれば、同じく矛 4表によれば、才 2次産業がもっとも
大きく伸びて、基準年次にたいして三 27倍とな b、ついで逮輪公益事業は
3. 0 7倍、才5次産業は 2.8 1倍となっている。矛 1次産業は 1.4 7傍であ b、
とれはもっとも低い。との才 1次産業の伸びの低さ Kよって、芳 1次産業＠所
得。全体に占める構成比率も、基準年次の 21 ＂＇から 4 5年日度は 11 ＂＇と、ま
すます減少するととが予測されている。
次に産業別の就業者 1人当 .!J<Z)所得を比較すれば、ヨナ 5表。ごとくである。
4 5年度では、才 1次産業は就業者 1人当 bの所得は約 16万円｛基準年次
12)1.93倍）、ヨナ 2次産業は約 52万円（ 2. 1 7倍）‘才 5次産業は約 48万
円（ 2. 0 3傍）、公益事業は約 76万円（ 2. 1倍）と想定されている。とのう
ち、芳 1次産業は、総所得。伸びが 1.4 7倍にとどまっているのに、就業者 1
人当bの所得では 1.9 3倍Kなっているのは、就業者数が基準年次の 76 ＂＇、
すなわち 4分の 5程度と大巾に減少ナるとされているからであ b、とれはよ b
少い労働力で生産力の高い経営が念される、と考えられているからである。も
し才 1次産業が従来どう bο 労働依存経営にとどまるならば、生産性はこのよ
うに上昇せず、 したがって他産業との格差がいっそう拡大ナる、とされている。
しかし芳 1次産業の生産性が、との想定ど？ .!J vi:上昇したとしても、才 2次産
業にたいしての 1人当bの所得は約 31 %、すなわち 5 分の 1~ ナぎず、その
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~， 5表 労 働 生
?
f生
（単位千円）
OJ 
就業人口 1人当タ生産所得額 発 展 土色 ( %> 産業間格差（係）
、一
区 分 造主 2侯 昭 手日
c昭和31～｝ 4 0年度
4.5年度 4 0／基 45/40 4 5／基 基 40 45 
3 3年度
総 額 1 7 3.7 2 8 7. 0 41 2.4 165.2 14 3.7 2 3 7.4
才一 次産 業 82.9 159.7 1 43.7 1 3 4.1 1 9 ?.6 3 4.5 31.6 30.7 
差是 業 81.2 1 1 7. 3 1 58.0 1 44.5 1 3 4.7 1 94.6 3 3.9 31.2 30.4 
林業 狩猟業 1 2 0.9 1s1. 3 1 8 t1 1 2 5.1 1 1虫7 1 49.8 
漁業、水産養殖業 1 1 5,2 1 56.6 2 05.S 135.9 131.2 178.4 
才 次 産業 1 24αo 5『・77. 3 520.5 fち7.2 138.0 216.9 1 0 .0 1 DD.0 100.0 一
鉱 業 1 0 3.6 1 61. 8 245.4 1 5 6.~ 1 51. 7 2 .36.9 
建 設 業 219.5 2 94.6 ちTZ.6 1.34.2 1 28.2 1 72.0 
製 造 業 2 48.7 4.05.8 5 6 .1 163.2 1 3虫5 221.6 
三F 一 次 産業 2 3,'h6 §6 7.7 482.9ヘ エ54.令F 1 31.4 2 0 3;2 9 9.o 97.5 P乙8
卸売業、小売業 3 0 5.7 4 05.3 1 5スy 132.6 20史1
金融保険、不動産業 6 84.4 1.1 03.1 1,294.4 1 61.2 11 7. 3 1 8 9.1
サーピス業公務 2 45.2 3 68.2 4 91. 3 1 5 0.2 1 3 .4 2 00.4 
運輸通信公益事業1 3 64.4 546.4 i 7 6 4.7 1 4 9~9 1 4 0.0 2 0 9.8 1 51.8 1 44.8 146.9 
総合計画綴 3 9頁よb
裕差の大きなが目立つ。とうした点は、主主をあらためて検討しよう。
次に工業生産額fej;＂いて、新港と臨海工業地帯。造成された場合の、全県 re
占める比率をみよフ。
7f'6表 （単位百万円）
基準 4 5年度 構成比 (45年伸底戸び建準）
工菜地帯全部に
年次 ( 4 5年度） 立地した場合
( 31～ 自然 積極 計 自然 積樺 自然 積極 自然 積極 計33年） 推移 開発 推移 開発 推移 開発 推移 開発
射水地区 44044 10 5P32 149,676 a?% 29.8係 44J)44 321.150 365,194 
富山、高岡 23&594 60 % 4悶係 238,594 
l全 県 119,016 ! 398,144 jso3.776 100労 100 %拙%423%1398,144 1763.338 
ー － 
『総合計画編』ょb作成
才 6表によれば、全集。工業生産額は、基準年次 CZ) 1, 1 9 0億円にたいして、
4 5年度の目標は 5,0 3 8億円であ b、伸びは 4.2 3倍である。との 4 5年度
。生産額は新港・臨海工業地帯。造成にともなう生産額として rD1, 0 5 6億円
を含んだ数字である。しかし、もしこれが造成されない場合。、自然推移では
射水地区の生産額は 4 4 0億円にすぎず、したがって全県の工業生産額は3,981
億円とを夕、これは基準年次にたいして 3.3侍Kすぎない。また、この射水地
区の自然推移と積極開発。両者のなのお、。、 4 5年度になける全県に占める構
成比率は、前者は 8.7S$VCすぎないのにたいして、後者は 2況 8%である。ナ
なわち、これらの伸びと構成上じからみて、射水地区開発が県全体。総合開発κ
いかに大きな位置を占めているかが、フかがえるのである。
以上が、総合計函と、その中に占める新港と臨海工業地帯の位置づけについ
ての、概要であるが、次にその実現性について検討しよう。
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才 3節総合開発計画の検討
新港と臨海工業地帯。造成されるため Kは‘富山県が裏目本の他。地域と比
較して、優趨ナるメりツトと考えられるものは何か。普通、新しい工業地帯が
造成されるための条件は、すでに芳 1章でのぺたどとく、①良港の存在、＠そ
れに接続ナる広大な用地と豊富な用水、＠労働力の確保、④消費市場κ近いこ
と、＠特定の原材料。産地であるとと等があげられる。
空す宇爆については、既帯。富山港と伏木港は、富山港は－ 9 m愚壁 1パース、
-8. 5 m器産量1パース、伏木港は－ 9. 5 m 岸壁 1パース、－ a 5 m様盛2パー
スを有するが、両港とも河口港であ b、拡張ナる余地が少い。それで今後、対
ソ貿易や県内工業生産が大き〈発展した場合には、その出入貨物を十分にあっ
かいきれない。そこで新港として、新湊・四方。両新港の建設が計画されてい
るのでるる。新湊地区には約 2 0 0万dの水面積をもっ放生津潟があ b、また
四方地区にも滋湾適地があって、その点、港湾の築造κは適しているといえよ
う。日本海は波が荒らく、浸蝕作用がはげしいので、海につき出した港をつ〈
るのは圏難であ夕、その点、放生津潟を利用しての港湾の建設は適切な計濁で
あるといえる。ただその際、新港の規模については、専用埠頭は 4万 5千トン
級。船舶の接岸ができるよっ κ計画されているが、今後ますます船舶の大型化
は必至であるから、最終目標。 5万トン級の規摸の船舶の接岸というのでは、
不十分になると考えられる。それで、たとえば 10万トン級ο船舶の出入を目
指とすれば、水深は 15～1 6 m以上であるととが必要であD、そο点、いま
の計画の 12 m とV>；水深では足bなくなる。しかし、港ο建設について考え
られる 0は、その特殊な一例としての水島港。場合である。水島港は、 7.k島工
業地帯の出発点であった昭和 27年には、水深わずかに 3mにナぎなかった。
それが現在では、水深 13 mとな D、目下 10万トン級の船舶の出入を目標と
して港湾を整備中である。とのように港湾の建設については、現在の水深いか
んよタも、そ ζ が新工業地帯として将来性があるかどうか、または当事者とし
ての泉市辛子よび当地区がどれだけ積械的な意欲と政策をもつかによって、大き
く左右されるといえる。水島港の場合、もし当初の水深 3m といタととにとだ
われば、そこに港湾の建設と臨海工業地帯の造成などということは、全くの夢
????
物語と考えられたであろう。しかし、水島工業地帯のできた今 K なってみれ
ば、水深を深〈し、その際。しゅんせつ土砂を利用するととによって埋立地
3 0 0万dを造成しえた。であるから、水深わずか 3mでるったというととが、
結果的Kは逆K有利K作用したといえる。十とのように港湾建設には、当初の水
深または地理的自然的条件いかんよ bは、むしろ経済社会的条件 ζそが重要で
ある。すなわち、その港l'C近接して広大会工業用地、豊富な工業用水、労働力
が存在ナるかどうか、また消費市場、さらに貿易構造との関速いかん、という
ととが、よ b重要な条件なのである。との消費市場と貿易構造という点では、
富山県は裏日本にあるというととから、表日本の 71<島地区とは決定的K異なるρ
もし現状のような貿易構造が依然としてつづ〈ならば、富山新港は 4万5千ト
ン級。船舶の出入規模のものでも大きすぎるというととになるかもしれない。
しかし、近い将来に辛子いて、対ソ・対北鮮貿易が飛躍的にナナむような場合、
または対ソ貿易が質的に拡大しな〈とも、政府の地域開発計画にがいて北陸を
重点的に重視するというととになるならば、まえ事態は異なるである 5。か〈
して、新港については、①対ソ・対北鮮貿易がどの程度κ伸びるか、＠政府が
北陸の港湾・工業地帯。造成にどれだけ積極的になるかによって、大き〈左右
されるだろう。
次に考5べきは、か bκ対ソ・対北鮮貿易が大きく伸びた場合には、新港＠
呆ナ役割は犬きいとしても、との新港の実現が産綿的にそれに接続ナる臨
海工業地帯。造成、発展になるかは、密接に関連しながらも、一応別個。問題
である点である。 ζの点は、野口雄一郎氏。場合、シベリア開発κ見合って、
日ソ貿易が大き〈伸びるならば、シベリアの鉄鉱石・原油 k 原料炭~どの工業
原材料を輸入して、日本海・側{IC多〈の工業立地がなされ、大平洋母K極端K偏
在している現在の工業の地域分布を、かな b修正できる条件がうまれる、とし
ている。（『世界J3 7年 4月号、 「シベリア開発と財界」）たしかκ、現在
。工業分布を修正できる条件がラまれるというととはいえるが、ぞれが直藤的
に現実化するというとととは一応別個のととである。
その際、工業地帯造成。問題は、工業用地、工業用水、労働力、消費市場、
輸送交通等。状況にかかっている。
工業用地については、すでに述べたどと〈、日本海は波が荒〈、浸蝕作用が
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はげし〈、かつ海底勾配が急なために一般に埋立κよる工業用地の造成は困難
とされている。これからの新工業地帯。造成には、設備の巨大化によって広大
会用地、ナ念わち 3 0 0万m2単位の用地を必要とナるから、埋立地以外の立
地は、一般に困難でるるとされているζ とナれほ、富山新港と臨海工業地帯。造成l'r:
あたっては、埋立地Kかわる広大な用地を安価に入手し 5るかどうかが問題で
ある。県当局の見通では、 「射水平野は低湿地性農地でその生産性は低〈、ま
た放生津潟もその利用度がイ丘いことからして、当地域の土地の利用度の高度化
をはかるべきであるJとしている。｛前掲『総合計画綴J2 1 5頁｝しかし、
問題は、とれらの農地を買収ナる場合の価格はど 5かというととである。そこ
で農地の売買価格。決定については、現在。農家の経済状態いかんというとと
IC~ b、臨海工業地帯造成。問題は、農家経済と密接にからんで〈ることにな
る。農業問題は次章であらためてと b土げるが、一般に富山県の農家は会図的
にみて他府系c農家ょ bも貧困であるとはいえない。ナなわち‘農業所得。 7
～8割は支持価格制度によって支えられた米作によるものであ b、支え兼業。
機会κ恵まれているから兼業所得も高い。したがって、倉家経済は都市の勤労
者世帯K比較ナれば不利であ b 、所得格差は次~に拡が b つつあるが、農家経
済自体は、少数。貧農をのぞいては、早急に農地を売却せねばならぬほどにそ
。経済が行詰っているとはいえ念い。したがって、か Jl'C農地が売却されると
しても、その価格はいちじるし〈安いとは考えられない。しかし、ととで問題
は、地価が比較的高価であるとしても、その価格が、表日本のベルト工業地帯
での埋立地。費用または農地転用。際。価格と比較して、相対的にどれだけ安
いか高いかというととである。そ。点、重要な参考資料となるのは、去る 4月
1 4日。県議会で問題になった富山市の草島地区の例である。ととでは99ヘクタ
ルー（ 3 0万坪｝の農地の買収費が 6億 Z0 0 0万円であったが、とれは坪
2. 2 0 0円。価格である。草島地区は臨海工業地帯。一画。四方地区につらな
るととうであ b、との坪 2,2 0 0円という地価は、今後。一つの基準を提供し
たととになる。もし、予定。工業用地の価格が、草島地区の坪 2,2 0 0円とい
タのが基準になって決定されるとすれば、とれは表日本の場合に比して、相当
に格安の価格であるといえよう。たとえば、前掲「わが国の工業立地Jl'Cよれ
ば、工業用地価格の値上bは近年著し《 v と＜ l'C 6大都市ο工業用地価格指数
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は、昭和 30年 5月を基準にすれば、 34年κは 5倍というつなぎ登 J:)<D上昇
をしめしている。また水島地区＠場合では、商店街附近の宅地は坪当弘20～ 
2 5万円、国道治いの農地は 1万 5千～2万円というととであ b、とれは従来
。倍近い売b値であるといわれている。｛『日本経済新聞』 37年 4月 16臼
）地価K関しては、その実態はなかまかっかみκ〈いし、また表Kあらわれた
数字を額面どう J:)l'C受取ってよいかど 5かも疑問であるが、表白本＠ベルト工
業地帯に比較して、上にのべた草島地区の坪 2,2 0 0円というのは、相当κ低
It¥価格であるといってよかろ 5。
ζのように、表日本と比較した場合、草島地区の地価は相当 K格安とみられ
るが、とれを北陸 4県。農地価格。推移についてみればどうかo a本不動産研
究所資料κよれば昭和 35年では、芳 7表のどとく、富山県の地価は反当 b
2 4万円であ b、これは全国平均の 19万円ょ b相当上回っている。また地価
上昇。推移も、昭和？～ 11年を基準にして、全国平均では 44 8. 6倍である
のに対して、富山で・は 62 0倍と大巾に上回っている。したがって農地価格κ
ついては、富山県は全国平均と比較して決して安いとはいえない。北陸 4泉で
みれば、矛 8表のどとくである。 4県のうちでは、新潟県がずば抜けて安〈、
富山県。 4分。 5ο 価格である。新潟県以外の他の 3~畏は比較的接近した備格
であるが、この 5ち福井県が最も高ぐ、ついで富山、石Jl<D j原κなっている。
しかし、地価。上昇率でみれば富山県は最高で、上昇率。最も低v.新潟県と比
較ナれば、基準年次。昭和 2 5年にたいして 35年では、新潟の 10倍にたい
して、富山県は 17 fきという暴騰であ夕、福井。 14倍κたいしても、富山の
方がはるかに高い上昇率である。 4県ともいずれも水田単位地帯であ b、農業
。圧倒的比率を米作 (IC~ いている点は共通であるが、一戸当タの耕作反別では、
新潟が最も広いが、それは農業所得にかいて決定的に差のつ〈ほどの耕作反別
。差であるとはいえない。富山の場合は、発達した工業地帯をもち、電源事業
がさかんであ b、かっ特殊事情として売薬業がさかんであるから、兼業所得が
多〈、 ζο 兼業所得を加えて。農家所得では、 4県ο5ち最も有利左位置を占
めているといえる。しかし 4県をつうじて、大部分。農家では、農業所得κ兼
業所得を加えでの農家所得では、その家族家計費をカバーしえているが、農業
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才 7表 他 価 の 推 移
A B c D El 農地の相対価格指数
富山県
富山県
全国平均
全国平均 卸売物価一
地価指数 地価指数 指 数 富山県 全国
昭？～ 昭P～ 昭P～ B D 
地 価 地 価 1 1=1 1 1 =1 一－x100 一世x100 1 1 =1 El E 
円 円
昭和P～1年 395 1. 0 41 6 1. 0 1. 0 1 0 . 0 1 00. 0 
平 均
2 1年 1,062 2.7 1,3 9 3 3. 4 1 6. 3 1 6.6 2 0.9 
2 2 2.0 59 5. 2 4.189 1 0.1 48. 2 1 0.8 2 1.0 
2 3 5,64 2 1 4.3 完420 22. 6 127. 9 1 1.2 1 7.7 
2 4 7, 9 5 5 2 0.1 15,945 38. 3 2 oa a 9. 6 1 a 3 
2 5 1 4.1 8 0 35. 9 2 0,8 21 5U 1 246. 8 1 4.5 2 0.3 
2 6 31, 1 8 0 78. 9 29,110 7U 0 34乙5 23. 1 2U 4 
2 7 52.948 134. 0 4 4.7 1 1 1 0 7. 5 3 4 9.2 3 8.4 3 0. 8 
2 8 6 6,4 8 2 16 8. 3 6 3,31 5 152.2 35 1.6 4 7.9 4 3.3 
2 9 98,84 5 250. 2 9 3,54 6 224. 9 349. 2 7 1.7 64. 5 
3 0 125,9 5 8 31 8. 9 1 1 6,01 8 21a 9 343. 0 93. 0 8 1.3 
3 1 163,093 41乙P 135,7 2 4 3 26. 3 35a o 115. 3 91. 1 
3 2 185,135 4 6 8.7 152.480 366. 5 368. 8 1 2 7.1 99. 4 
3 3 208,833 s2a 1 165,4 9 5 3 9 7.8 3 44. 8 153. 3 1 1 5. 4 
3 4 228.543 5 7 8.6 174.718 4 2 0. 0 34a 3 1 66.1 1 20. 6 
3 5 2 44.8 9 5 6 2 a.a 1 a 6,61 1 I 44& 6 3 54. 1 1 7 5.1 1 26. 7 
富山県農和1<産部編「富山県農業のうどさJ1 0 C貰よ b
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芳 8表 北陸 4 尽の地価。動向
富山を10 0とした地価格差
富山 新潟 石川 福井 全国平均
新潟 石川 福井 全国平均
昭和25年 1 4.1 8 0 17,309 1 6,8 9 5 1 9,3 2 3 2 0,821 122.0 1 1 9. 0 1 3 6.0 1 4 7. 0 
2 6 31,933 22,5 42 29,859 3 2,52 6 2ヌ110 70.5 9 3.5 1 0 2.0 91.3 
2 7 52,94 8 3ヌ954 4ヌ148 47,605 4 4.7 11 7 5.6 92.8 89.9 84.5 
2 8 66,482 5 5,0 5 5 6 4.64 6 7 0,2 5 0 6 3,31 5 8乙7 9 7.0 105.5 95.2 
2 9 9 8,8 4 5 8 5,3 3 3 9 3,4 7 8 97,890 93,546 86.3 94.6 ？虫2 94.7 
3 0 125,958 1 1 5,43 6 123,591 1 28,337 11 6,0 1 8 91.8 98.2 102.0 92.2 
3 1 163,093 152,42 3 1 4 6,364 1 9 0,6 2 5 135,7 2 4 93.5 89.9 11 5.9 8 3.2 
3 2 185,135 1 7 1, 1 0 0 165,556 1 93,529 152,480 92.5 89.5 1 0 4.7 82.5 
3 3 208,833 175,082 1 8 ,51 9 2 0 5,52 6 165,495 83.8 90.2 98.5 7 9.2 
3 4 2 2 8,5 4 3 180,923 212,731 243,238 174.718 79.2 93.0 1 0 6.2 7 6.5 
3 5 2 4 , 8 9 5 1 8 4,46 21 2 2 5, 3 6 5 266,120 186,611 7 5.3 92.0 1 0 8.7 7 6.2 
富山県農林水産部編「富山県農業ID？どさ」 10 1頁よ b
昭和25年＝＝1とした価格上昇率
富山 新潟 福井 全国石川 平均
1.0 0 1.0 0 1. 0 0 1.0 0 1.0 0 
2.2 5 1. 3 0 1.7 7 1.6 8 1.40 
3.7 3 2.31 2.90 2.46 2.1 4 
4.6 8 3.1 8 3.8 3 3.64 3;0 4 
6.96 4.94 5.53 5.07 4.5 0 
8.88 6.67 7. 31 6.6 5 5.58 
11. 5 0 8.8 1 8.67 9. 8 7 6.5 3 
1 3.04 虫88 9.8 0 10.02 7. 3 2 
14.72 1 0.11 1 1.1 6 10.64 7. 9 5 
1 6.1 0 10.45 12.60 1 2.58 8.4 0 
1 7.2 5 10.66 13.30 13.78 8.9 6 
所得のみでは、または兼業所得のみでは家族家計費をカパ町しえないのである
から、①直ちに脱農しなければならぬほどには農家経済はゆきづ笠っているん
はいえない。②また直ちに脱農しても十分に家族家計を 1まかない 5るほどの農
外所得もえていない。したがって、これら大部分。農家Kとっては、いま直ち
に農地を売却せねばならぬというととはないし、逆K均分相続や転用のため等
もあって農地にたいナる需要が強〈、農地価格は下落傾向にあるよ bも、むし
ろ上昇傾向にあるといえよ 5。ζの府立4県をつうじて共通であるが、 4県のタちでも、新潟につ
いで一戸当bの耕作反別が広しそのム最も兼業機会の多い富山県丸農地価協の上昇が最もは
げしいのは当然であるといえよう。北陸4果。とのような農地価格。推移をみると、 富山県
の場合、射水地域の臨海工業地帯。造成にあたって、他備問題が他の 5県K比
して決して有利であるとはいえないだろう。これまでの農地髄格の推移からナ
れば、、新潟が最も有利であるといえよう。したがって、工業用地造成Kあたっ
ては、県市当局または当該地区がどの程度に積橿性をしめし、また造成費をど
の程度K負担ナるか、といった政策面が重要な決め手。一つになるであろう。
その点、上KCDべた主主島地区CD3 0万坪が坪当b乙20 0円という地価は今後
。基準をしめしたものとして注目される。支え4月 22日の朝日新聞富山版に
よれば、新提s・臨海工業地帯。用地買収。予定区域。面積 926.57ヘクター
ル（関係農家 1,2 5 9戸）の質収価格は、一括して一度に買収ナれば約 80億
円と考えられてがb、とれは大体、坪当 p2; 8 0 0円ぐらい Kなる。ととろで
問題は一度に一括して買収するとナれば 8 0億円といフ蓮大な資金をどフまか
なうか、または一度K買収しない場合は、地価。値上タは 5～6年後κは暴騰
ナるととが予側される、という点にある。恐ら〈一括して一度に買収ナるとし
ての坪当 92,800円とい 5価格は決して高いものとはいえないだろ 5。しか
し、その際CD8 0億円とい 5資金。点を考えると、その調達は容易でないであ
ろう。かぐじて、 ζ の用地問題は、臨海工業地帯造成κあたってのカギをにぎ
るものであるといえよう。
工業用水については、富山県は豊富良質の 7.1<に恵まれているので、との点は
富山の最大のメリットでるるといえる。しかし、との工業用水についても問題
がないわけではない。今後の開発計画にかいて用水は、工業用水は約 3.6倍、
上水道は約 2.5倍。増大を計画しているが、 ζ 。ためには地下水ο汲みるげが
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理想的であるが、富山・高岡の工業地帯では、とれまでの消費Kよって今後大
量。増加を期待できない。したがって、将来は河水の積極的な利用が計画され
ている。
労働力。点については、労賃は表臼本の工業地帯にくらべれば、たしかに低
賃金であるが、北陸 4県のうちでは富山県がとくに低賃金であるとはいえない。
新潟県と比較した場合Kは、富山県の方が一般に高賃金であると考えられる。
労働力の量については、新学卒者・若年労働者κたいしては、との数年来の岩
戸景気。結果、就職難ょ bは、むしろ求人難の状態Kある。したがって労働市
場での問題としては、高年令層の人たちの就職難がな b依然として未解決の問
題としてのとっていると去である。高年令層では、とくに農村を中心として相当
。過剰人口があると見て差支えない。しかも、新港と臨海工業地帯。造成にあ
たって主として求められるのは、新学卒者を中心とする若年令層にたいしてで
あ夕、現κ比較的過剰で就職を求めている高年令層では、やは D就職難は簡単
に解決されるとは考えられない c とのように労働力につ凶ては、表日本よ bは
安価であるとしても、その差は決定的に大きいとはいえないし、また北陸4県
の範囲でみれば、富山県は他。 3県 K比して、ー決して工場誘致について有利で
あるとはいえない。
消費地立地条件はどうか。この点は、富山県の工業地帯の造成にあたって、
恐らく最も重要な条件。一つであろう。北陸地方Kは、既存の工場地帯として
は、富山・高向。両地区κまさるまとま !J（［） ある工業地帯は存在しないのであ
るから、北陸κ新しい工業地帯が造成される．とすれば、との富山・高岡地区に
密接に結びっく地域として射水地区は適地であるといえよっ。ただ、県が計画
しているような石油化学一鉄鋼一電力一機械の複合コンピナートを造成
ナる場合、それにふさわしい規模の市場は富山・高岡地区のみではもちろん不
十分であ b、またそれに金沢市を含めても決して十分とはいえない。したがっ
て新港・臨海工業地帯はどうしても表日本の大都市・大工業地帯と結びつき、
それを消費市場とナる形で造成されねばならないであろう。その際、富山は表
日本の京浜・中京・阪神の三大工業地帯κたいして、ほほ等距離K あるが、県
を囲む山岳や隣接県内κ横たわるけわしい山岳によって、輸送交通にとって決
して好都合とはいえない。京浜・中京・阪神の三地帯のいずれとも関係をもっ
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て拘る点は、一面有利ともいえるが、逆に今後。開発がどの地帯との結びつき
を中，bとナるかを決めかねる点では、却って不利である。 ζ の輸送交通の点で
は、北陸線。複糠電化。進展κよって、ますまナ阪神・中京との結びつきを強
〈ナる福井、また京浜との結びつきの強い新潟と比較すれば明らかκ不剥であ
るといえよう。
また、かつて富山県に工場誘致ナる際の最大の魅力の一つであった水力電気
は、最近の火主71<従＠傾向と富山0電気自体がそれほど割安でな〈まったとと
から、もはやエ場誘致にとっての一大魅力でるるというととはな〈なった。
ζれらの点を綜合して、新港と臨海工業地帯の造成は、芳 1tc:対ソ貿易を中
心として対共産圏貿易が今後どの程度にのびるか、芳 2tc:、工業用地の造成が
いかに順調κナナむか、才 3tc:輸送交通の陸路がいかに打解されるか、という
点に決定的に左右されるであろう。
次の問題にうつろう。 ナ念わち、か btc:石油化学と鉄鋼一貫メ m
カーを中心とナる臨海工業地帯が予想どう !Jtc:実現されたとしても、石油製精
・石油化学工業に特徴的にみられるように、ぞとでの労働力。吸収率は決して
高〈ない点である。したがって雇用労働力。増大とそれによる賃金額。増大を
意図ナるのであれば、石油化学を根幹とする工業地帯。造成計画というのは疑
問である曹とい 5主張がある。たしかに、と。点は、新工業地帯。造成といえ
ば、それはナなわち石油化学と鉄鋼の複合コンビナート＠造成である、といっ
た表日本の新しい工業地帯でのモデルをそのまま裏白本に移し植えたといった
感じがしないでもない。しかし、この点については、 3 0年からの神武景気以
降、とくに 34年からの岩戸景気という高成長をつ（ !Jだした原動力は、新技
術としての石油化学工業を中心としてのコンピナート建設にあったととはたし
かであるから、裳日本にまFいても大規模左工業地帯。造成による高成長という
ととになれば、石油化学と鉄鋼のコンピナートを基盤としての他。諸工業。育
成ということにならざるをえな凶であろう。えだ長期的な景気動向としては、
石油化学を原動力とナる高蓄積高成長KIl 5ζ とが、ナでに峠をとしたのでは
ないかと考えられる時期に、宮山県の場合は、石油化学一鉄鋼を中心とする
コンピナート造成を根幹として全国平均以上。高成長を計噂しているというと
とろ K、重大会問題をはらんでいるのである。
??? 』
才3章 総合開発計画にかける農業問題
才 1節農業計画の目標
本章では総合開発計画κなける農業問題を検討しよう。
まず主要計扇目標は、芳 9表のどと〈である。芳 1次産業の就業人口は基準
年次 f3 1～33年）の21万究 80 0人κたいして、 40年度は 19万4,3 0 0入、 4 5年
度は 16万8,0 0 0人とされてな bもとれは基準年次κたいして、 4 0年度は 8 8 
＂＇‘ 4 5年度は 76 %と予測されている。その結果、全就業人口のうちκ占め
る才 1次産業の構成比は、基準年次の 4 五 1%κたいして‘ 40年度は 35. 3 
%、 4 5年度は 2a 6 %と 5割を割るという激減が見込まれている。（前掲、芳
2表参照）才 1次産業のうちの大部分を占める農業では、基準年次の 20万9,30 0 
人から、 4 0年度は18万5.0 0 0ん 45年度は16万人と見込まれている。 とれは全就
業人口に占める構成比率としては、基準年次の 41 %から‘ 40年度は5ゑ 6
%、 45年度は 27. 2 %と念ることが想定されているのである。
生産所得。見通しをしめすのは、前掲才 4表である。ナなわち事才1次産業
は基準年次では、 18 2億円なのにたいして、 40年度では 23 1億円、 45 
年度では 26 8億円とされ‘これは基準年次にたいして、それぞれ 12 6. 9 %、
147.2%となっている。これにたいして才 2次産業での伸びは 4 0年度は
1 9 3 %、 4 5年度は 326.8%と大き〈伸びるととが予測されている。安た
才 5 次産業は 188.2~耳、 281.2% と伸び、運輸通信・公益事業は 1 9 0. 6 
%、 306.5%と伸びるととが予測されているのである。
したがって、全生産所得に占める構成比では、矛 1次産業では、基準年次C
2 0. 6 %から、 4 0年度は 14. 6 %、 4 5年度は 1 1. 1 %と 1 0年聞に約半減
するととが予測されている。才 1次産業のうち農業のみκついてみれば、生産
所得。伸びは、 4 0年度では 12 7. 7 %、 4 5年度では 14 a 1 %とな b、ま
た構成比では、基準年次の 1史 2%から、 40年度は 13. 7 %、 45年度は
1 0. 4係となるととが考えられている。とのように総合開発計画では、その終
了。 45年度には、農業の就業人口は 5割にちかい減少を示めし、また全産業
での就業人口に占める比率では 41労から 2 7 %へと激減し、一方K生産所得κ
占める比率では 1叉 2%から 10. 4 %へと、とれまた激減することが予測され
ている。つま b、との 10年間κ農業の比率は、就業人口でも生産所得でも大
き〈転落ナるととが見通されているのである。
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才 P表 就 業
実
区 分
( 3基1～5準5年）
総 数 510,500 
ガア 一 次 産 業 21え800
農 業 209,300 
林 業 4,4 0 0 
漁 業 6.1 00 
ガア 一 次 産 業 124.6 0 0 一
鉱 業 1, 1 00 
建 設 業 3 1,5 0 0 
製 造 業 92,0 0 0 
才 一 次 産業 138,100 
各日 売 業 70,7 00 
金融保険、不動産業 5,90 0 
サーピス業及び公務 6 1.5 0 0 
運輸公益事業 28,000 
『総館十画編J28頁よ b
人 口
数
昭和40年
550,900 
1 94,3 0 0 
185,000 
4,0 00 
5,300 
153,000 
1,0 0 0 
3 6,8 0 0 
115,100 
168,000 
83,700 
7, 0 D 0 
77,300 
3 5,6 0 0 
｛人｝ 発展比 ( %> 構成比 '%) 
4 5年 40／基 45/40 45／基 基準 4 0年 4 5年
587,700 107.9 1 06.7 1 1 5.1 100.0 1 00.0 1 00.0 
168,000 88.4 86.4 7 6;4 4 3.1 3 5.3 28.6 
1 60,000 88.4 86.4 7 6.4 4 1.0 33.6 2Z2 
三600 9 0.9 90.0 81.8 0.9 0.7 0.6 
4.4 0 0 8 6.9 83.0 7 2.1 1. 2 1.0 a. 8 
187,700 12 2.8 122.] 150.6 2 4.4 2 Z8 31.9 
九10 0 1 oo.o 100.0 100.0 。‘2 0.2 0.2 
4 3,5 0 0 11 6.8 118.2 13a1 6.2 6.7 7.4 
143,100 12 5.1 1 24.3 1 55.5 1 8.0 20.9 24.3 
1.91.100 121. 7 11 3.8 1 38.4 2 7.0 3 0.5 5乙5
94,2 0 0 11 8.4 11 2.5 133.2 1 3.8 1 5.2 1 6.0 
8, 1 0 0 11 8;6 11 5.7 1 3 7.3 1.2 1.3 1.4 
88,800 12 5.7 11 4.9 14 4.4 1 2.0 1 4.0 1 5.1 
40,900 1 2 7.1 11 4.9 1 4 6.1 5.5 7. 0 
以上は農業就業人口と生産所得。開発計画l'C~ける今後 1 0年間の見通しで
あるが、ぞれとは逆に過去 10年問。推移をみればどうか。
産業別就業人口の 5ち農業人口は、 2 5年度には 2 3万 7.8 4 1人で、 ζれ
は全就業人口の 50.3':/Jであった。 30年度Kは 21万三 9 0 0人K減少し、
とれは会就業人口の 44. 3 ~であった。 3 3年度では 20万 8,8 0 0人とな b、
ζれは全就業人口の 40. 7 ~であった。とのように 2 5年度Kは全就業人口の
5 0. 3 ~と半数を占めていた農業人口が、 3 3年度Kは 40. 7 ~と 4 割となっ
たのであ b、とれが開発計麗でまた誠少がすすみ、 40年度Kは 5三6rf,、45
年には 27. 2 ~と 5 割以下 K激減ナるととが予測されているのである。 4 5年
度。 16万人という数は、 25年度の 23万 7.8 4 1人にたいしては、 67. 5 
~κ あた夕、とれは約 5 分の 2 にまで減少ナるととしめすものである。
生産所得では、 2 5年度では、農業所得は 8 6億 9千万円で、とれは全産業
にかける生産所得。 25. 2 ~であ b 、 4 分のしの大きさであった。とれが 3 0 
年度κは 24. 3 %、 33年度κは 1as %と減少した。開発計画κよれば、 40
年度κは 13. 7 %、 45年度には 10. 4 rf,・と予測されている。つま D昭和 2 5 
年度κは2 5 %だった。が、約 10年後のる 3年度には 1a s %とな b、 2 0 
年後の 45年度には 10.4%1'C激減するととが考えられているのである。かく
して、就業人口の構成比では 25年度。時点では全産業。歳農人口ο半数を占
めていたのが、 20年後の 45年度κは 5却を割ることにな夕、生産所得では
2 5年度には全産業。所得。 4分。 1だったのが、 45年度κはただの 1割κ
ナぎなくなることが見通されているのである。
次l'C就業人口 1人当 !J(Z)生産所得をみよ 5。前掲才 5表によれば、基準年次
( 3 1～3 3年度）では農業は 8万 1千円なのが、 40年度では 11万 7千円
とな b、また 45年度には 15万 8千円となる ζ とが予測されている。との伸
ぴは 4 0年度は、基準年次にたいして 14 5労であ b、 45年度は 19 4. 6 % 
と約 2倍が想定されている。これにたいして、ヨナ 2次産業では就業人口 1人当
b生産所得は基準年次 24万円念。が、 40年度は 37万 7千円（ 157.2':/J)
とな b、 4 5年度は 52万 1千円（ 216.9%）と予測されている。農業と芳
2次産業との 1人当 b。生産所得の格差をみれば、基準年次では主計 2次産業に
たいして、農業は 33. 9 %だったのが、 40年度では 31. 2 %とな b、 45年
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度では 30. 4 ~と念夕、格差。縮少では念〈、逆κ拡大するととが予測されて
いるのである。もちろん、との生産所得では、両者とも勤労者所得のみ念らず、
業主所得も含まれているからt との格差をもって、勤労者所得。格差が正確に
しめされているとはいえない。しかし、業主所得。含まれた所得であるにして
も、両者。格差が、総合開発計画の結果κbいても縮少するととが見通されて
いない点は注目されてよい。
以下、 ζ れらの開発計画κbける農業計麗を検討しよう。
才 2節農業計画目標の検討
① 農業就業人口について
就業人口＠予測について検討しょ：， 0 開発計画では、基準年次 31～3 3年
度の 20万 9,3 0 b人、または.33年度。 20万 8,8 0 0人が、 40年度は
1 8万 5,0 0 0人とな夕、 45年度には 16万人になると予測されている。と
。点についてはも 2 5年度から 3 5年度までの過去 10年問。傾向からナれば、
ζ 。程度。減少は十分κ考え 5るととるである。芳 1 0表によれば、 25～3 0 
年度。 5年問。農業就業人口の誠少は 2万三 94 1人であ b、とれは年平均κ
すれば 4,7 8 0人である。 30～3 5年度。 5年間では、減少人口は2万5,320 
芳 10表 富山県産業別就業人口の推移
農 業 そ芳f次他産業。 才2次産業 芳5次産業 計
25年4r実数 237,841人 11;56 2人 1 0乙725人 120,529人 4 7 2.65 7人
構成比 (50.3%) ｛；乙4) ( 21.8) ( 25.5) (100.0) 
30年－，－｛構実成数比 213.872 1 0,501 1 0 9,59 5 1 48,8 82 4 82.85 0 ( 44.3%) ( 2.2) (22.7) ( 3 0.8) (100.0) 
33年｛実数 202,1 40 10,50 0 128,080 171,360 512,080 
構成比 ( 39.5%) ( 2.1 ) ( 2 5.0) ( 3 .4) ( 1 0 0. ) 
町 35年ヤ｛構実成数比
193,3 4 0 1 0;5 0 0 1 4 9,61 0 1 80,530 533,980 
( 3 6.2~ ）. ( 1.9) c2ao > (33.9) (100.0) 
注 『富山県の農業のうどきJ8 9頁よb。
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人でとれrは年平均にすれば 4.4 0 0人である。とれを 25～ 3 0 年度。 10年
間でみれば、 4万 4.5 0 1人の誠少であ b、とれは年平均にすれ臼 4.4 5 0人
である。まえ、との 10年聞のうちの前半の 25～ 3 0年度。 5年聞の 2万
ミ94 1人の減少の年王子均 4.7 8 8人とい 5のは、 25年度。農業就業人口
2 3万 7,8 4 1人κたいしては、大体年平均 2'!J ID誠少である。後半の 30～ 
3 5年度。 5年閣の 2万 53 2入。減少の年平均 4.4 0 0人というのは、とれ
iま30年度。農業就業人口 21万 3,8 7 2人κたh しでは、年平均 1.9 '/Jの波
少である。ととるが、との後半の 5年間のうち、 30～ 3 3年度。 3年聞は 1
万 1.7 3 2人の減少であ b、とれは 30年度。就業人口にたいしては年 1.8 "' 
の誠少であるが、 33～ 3 5年度。 2年聞は 8.8 0 0人の誠少であ b、とれは
3 3年度。就業人口Kた加しては年平均 2.2 %の減少である。したがって、 25
～ 3 5年度。 10年問。誠少は、最初の 5年間は年平均 2＇／；、次の 5年聞は
1. 8 ＇＊、最後。 2年聞は 2.2労の割合で誠少したことになる。支え、との 10 
年聞をとうしてみれば、 10年聞の 4万 4.4 7 3人の減少は、年平均 4,4 4 7 
人であ b、とれは 25年。就業人口 23万 7,8 4 1人にたいして年平均 1.8 "' 
C減少である。
以上からして、今後の人口誠少はかj)!IC年平均 4.0 0 0人とナれば、 10年
間で 4万人とな b、とすれば 45年度。農業就業人口は大体 15万三 00 0人
程度となる。また年率K して 1.8～ 2 '/;ID割合で減少するとナれほ、 35年度
。 19万三 00 0人にたいして、 5万 5,0 0 0人～ 5万ヌ 00 0人とな b、10 
年後の 45年度には大体 16万人～ 15万 4.0 0 0人となる。 ζのよ， l'C45
年度には、大体 15～ 1 6万人の農業就業人口という見通しとを b、との 16 
万人というのは集。予測の数である。しかし、 ζ とで注意すべきは、 30～3 5 
年度。 5年聞のうち、前半。 30品 33年度の 5年聞には年平均三 9 1 0人。
減少であるのに、 33～ 3 5年度。後の 2年間では年平均 4,4 0 0人と誠少人
口が大巾に増大しているととである。しかも、との 4.4 0 0人というのは、全
農業就業人口が 30年度。 21万 4,0 0 0人!IC＜らべて 5＂＇も誠少している
2 0万 2.0 0 0人Kたいしての誠少である点K留意すべきである。 ζれは一つ
には、との 4～ 5年来。新学卒者の農業就業者。地ナベタ的激誠と、また農業
既従事者。他産業へC転出が目立っているからである。
一.B -
°" ε＝‘ 
芳 11表 中学・高校・新規学卒者。農業就職者数
中 でA才d明L． 率 高 校心 主総
努 女 計 男 女 計
2 5年度 人 人 人 人 人 人
(26.6.30) 2.11 2 1,6 28 3.740 2 77 55 332 
2 6年度
(27.6.30) 1, 91 2 1,888 え800 306 44 350 
ヤー一目』司
29年.3)度( 3 0. 1,0 8 9 90 9 1,9 9 8 486 60 546 
る0年3)度( 3 1. 1, 122 735 1,85 7 502 74 576 
3 1年7.1度） ( 3 2. 1, 03 3 739 1.7 7 2 363 56 41 9 
(33~.年7.1度） 788 5 81 1,3 6 9 403 88 4 91 
3 3 ふ年1度） ( 3 4. 682 463 1.145 404 1 31 535 
3 4 6年.1度｝ ( 3 5. 454 2 61 715 366 58 424 
3 5年度
1 9 5 299 491 296 i 
富山県統計鵠「学校基本調到ょタ作成
中 寸A泊aー－ 中学高校 必要補充
高 校 農家戸数 人 ロ A 男 計 一
計 A 』室塞戸数 B 3 0 
人 人 戸 人 ~ 
4,0 7 2 2,389 82,7 31. 2.7 57 8 6.7 
4.1 52 2.21 8 82,32 0 2,7 44 80.7 
2,544 1.5 7 5 83,1 34 2.7 71 5 7.0 
2,43 3 1,62 4 82,8 40 2.7 61 5 8.9 
2,1 91 1,3 9 6 8 3,7 6 3 2.7 9 2 50.1 
1.1 6 0 1; 1 91 83,678 乙789 42.8 
1,6 80 1.086 8 3,51 0 2,786 3~0 
1, 1 3 9 820 83, 31 2 2,777 2免d
595 442j 8 2,5 85 2,7 52 1 6.0 
芳 11表は、新学卒者。就職状況をしめすものである。とれによれば、中学
・高校卒。合計でみで、就職者全体のうちに占める農業就職者。比率は、 29 
年度。 17.7'/Jから 3 0 年度は 15.S<f, と~ b、 33年度は虫 9＂＇とを b、35
年度Kは実VC:4.1 'Iiと地ナベタ的な激減をしめしているeすなわち、全労働年
令層での産業別の構成比では、農業就業者は 30年度では 44. 3 %だったが、
新学卒者での農業就業者は 15. 5 <f,にすぎず、また 33年度では全労働年令層
では 5呪 5%のとき、新学卒者では免 9.·~番、そして 3 5年度では前者は 36. 2 
%VC:たいして、新学卒者では突に 4.1 ＂＇という、全〈無領しでもいいほどの小
さな比率κすぎな〈なっている。 ζ のような新学卒者。地ナベ b的激減は、 32
～3 3年。不況以後のいわゆる岩戸索気の労働市場vc:$－いて、と〈 κ謬I字卒者
若年層にたいナ¢熱病的な需要によって、新学卒者のうち農業をつく・者は全〈
例外的になってしまった結呆であるが、今後も新卒者については、求人難。つ
づ〈ととが予測されるから、農業就業者。比率と数の増大ナるととは考えられ
ない。したがって1 今後 10年間の農業就業人口の傾向としては、開発計画κ
bける 33年度。 20万号 00 0人にたいして、 40年度 18万5,0 0 0入、
4 5年度 16万人といク予測については、むしろ減少人口を若干少な〈見積っ
ているということはいえても、ぞれ以ょο人口が残るということはまず考えら
れないのではなかうっか。
② 生産・所得目標について
か 9vc:農業就業人口が、県C予測どう bになるとして、次K生産・所得。点
を考えてみよう。周知のように轟業基本法ο狙いの一つは、近年とみに拡大す
る傾向にある農工の所得格差の是正というととにある。と ζ ろで、県の総合開
発計画では、農業生震が計画どう bに増大したとしても、な必かつ農工の所得
格差は縮少でな〈、逆に拡大ナる見通しでるるから、所得格差。是正といタと
とは、至難の ζ とであるといえる。計画によれば、前掲芳 4表のどと〈屯農業
生態所得は基準年次にたいして、 4 0年度は 127.7%、 4 5年度は 14 a 7 
%となってbb、 4 0年度は約 5割、 45年度は約 5割。増大となっている。
とれは、農業就業人口は 40年度では8 8. 4 %、 4 5年度では 76.4'!Jと大巾
に減少ナるにもかかわらず‘とのような生産所得。増大をナるというのである。
したがって、いま基準年次を 33年度にとれば、 4 0年度、 4 5年度では、農
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才 12表
正之度 基準 計 溺 構成比｛労） 伸長率（鈎昭和33年 4 0年 4 5年 33年 40年 45年 40/33 45〆／33 
明司 千円 千円
耕 種 Z乙46司595 26, 651. 151 29, 83.3. 163 87. 9 83.0 79.3 11R7 132.8 
米 19,374. 970 23.01a.618 25,411. 270 75.8 7t 7 67. 5 11 as 1312 
量主 米以外 3.094.625 3. 632. 533 4,421. 893 12.1 1. 3 1. 8 117. .3 142.8 
業 畜 産 1, 895, 500 4.176,100 6. 446. 700 
7.'4 13.0 17. 1 220. 3 340. 1 
I 
養 蚕 ぬ800 35,000 42；口00 0. 1 0. 1 α1 113.7 136.3 
生
農産加工 1, 184,403 1, 243.230 1, 298, 835 4. 6 3.9 3.5 105.0 109.6 
産
総産出額 25,580,298 32.105,481 37. 628, 698 ぷ100.日 100. 0 100.0 125.5 147.2 
額 飼 料 27兄932 326.348 395,486' 116. 7 141. 2 （控除分｝
農産加工原料 312.270 363.577 116.4 127. 2 （控除分）
総生産額 24. 988,096 31, 415,556 36, 827. 8M 125.8 147.5 
ha ha hit 
耕 地 面 積 8, 353 87, 80口 86, 800 99.4' 9a2 
戸 戸 戸
員 家 戸 数 83,312 81. 700 80,000 98.1 96.0 
人 人 人
農 家 人 口 4 73. 561 436,000 411, 00日 92.3 87. 0 
人 人 人
農 業就業人口 208, 80口 185,000 160. ODO 88. 7 76.7 
円 円 円
農 1 ha 当窟 !J 282, 800 357，初日 427. 300 126.5 150.0 
業 農業生額
生 農業就業人口 119,700 169, 8白日 230, 200 141. 8 191.3 
産 1人当b生産額
性 農業就業人口 1i人的農業i所得 83, 00 0 11 7. 300 158, 000 141.3 190. 2 
「総合計画締J' 1 2 3頁工タ
一五る一
業就業人口1人当 bの生産額b まび所得は、芳 12表。どと〈 κなる。すなわ
ち、農業就業人口は 33年度にたいして 40年度は aa 7 ~、 4 5年度は76.7 
＂＇と減少し、また耕地面積は 40年度で 9女 4＂＇、 45年度で 9a 2 ':/Iと波少
ナるκもかかわらず、逆κ生産額では 40年度は 12 5. 8 ＂＇、 45年度は147. 5 
＂＇と上昇することになっている。したがって、 1人当.!JCZ)生産額は40年度14 1.8払
45年度192.3%と大きぐ伸びるととになる。との点はたして目標どb.Heナナむかどうかは、
問題である。か.！HC、との目標どb.!HC生産が増大したとしても、 1人当 .!JCZ)農業
所得。伸びは、ヨテ 2次産業の場合よ bも低〈、所得格差は縮少ではな〈、逆κ
増大ナる去いうのであるから、農業の前途はけっして明るいとはいえを h 。
｛もちろん、農業所得のみではとのよう κ、格差は拡大の傾向κあるが、兼業化
。深化によって、農家所得κ占める農外所得。比率増大によって、農家所得は
勤労者世帯所得に比較して、はたして格差は縮少ナるかどうかκついては、後
で検討しよう。｝
農業生産額。予測を、生産種目別にみればどうか。前掲芳 12表をみよフ。
富山県は全国でも屈指＠水田単作地帯であ夕、水田率は 91 ＂＇であ b、農業生
産額に占める米の比率は 33年度で 75.8'/Jという圧倒的な比率である。との
米の圧倒的な比率にたいして畜産が 7.4 ＂＇というのは大きな比率ではない。と
の 33年度にたいてし 40年度は、総生産額では 25. 8 ・tf, CZ)増大が見込まれて
いるが、その内訳では、米は 1a a %増にたいして、畜産は 12 0 %という 2
倍以上。飛躍的増大を目指している。その結来、構成比率では、米は 33年度
。 7s. 8 %から、 40年度。 71. 7 %へと減少し、逆κ畜産は 7.4 ＇／；から 13 
%へと約倍増ナるととが期待されている。計画。最経年度。 45年度になると、
米は 31'/Jcz:>増加にたいして、畜産は 24 0 %増とい＇ 3. 5傍ちか〈に激増ナ
ることによって、構成比率では、米は 67. 5 %へと低下し、逆に畜産は 17. 1 
%へと大き〈伸びるととに左っている。つま b、典型的ま水田単作地帯である
富山県に辛子いても、依然として米中心の農業生産Kはかわ b左h としても、次
会？に成長株としての畜産が飛躍的に伸び、その構成比率が増大ナるというわけ
であ b、いわゆる併択的拡大＠方向が目指されているわけである。
ζ こで問題は、次 CZ)2点であろう。
才 1には、農業就業人口の大巾な減少にもかかわらず、農業生産が計画κ意
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才 13表 富山県農業生産指数 ( 2 5～27年＝1DD ) 
2 8年 2 9年 3 D年 3 1年 32年 3 3年 3 4年 3 5年｛推定｝ ｛推定）
長量 業 83.9 1D7.8 1 33.2 1 1 7. 1 1 23.9 126.3 1 31.5 1 3 D.1
( 9 4.3) ( 1 D 4.2) ( 12 5.7 ) (118.8) (123.D) (127.2) (13D.6) ( 1 3 5.8) 
耕 種 80.2 1 DS.2 1 3 Dβ 1 1 2.3 11 9. 6 1 22.4 128.D 126.D 
(121.1) ( 1 2 6.6) (13D.8J 
米 7 8.6 1 D8.6 1 36.4 11 6.2 126.1 1 31.5 1 3 8.9 1 3 5.1
( 9 5.5) (124.5) (109.8) ( 1 1 5.4) (12D.7) ( 1 2 5.9) (129.6) 
米以外の
87.2 90.1 1D5.8 94.8 9D.8 82.D 7 9.D 85.6 耕種生産
麦 類 7 3.7 7 1.1 6乙4 3 7.9 2 6.7 26.2 1 6.1 1 6.5 
( 9 4.0) ( 1 0 4.9) ( 1 0 8.3) 
旦 類 94.4 9 3.6 1D5.3 9Z3 1 D 7. 9 85.9 87.5 93.5 
(119.6) (128.8) ( 1 3 6.2) 
雑こ〈 9 0.1 6 9.9 6 6.2 5 8.4 6 3.6 41.4 1 6.8 1 5.9 
( 1 0虫8) （？免2) (10D.0) 
いも類 8 0.3 88.3 105.7 84.4 91. 5 83.D 7 5.3 6 6.7 
(115.3) (121.5) (116.8) 
野 菜 8D.2 84.9 9 9.9 91. 7 85.D 7 3.7 7 7.3 9 1.8 
(114.9} (120.6) ( 1 3 4.5) 
果 実 88.8 79.2 1 35.7 1 6 3.1 1 5 4.1 1 21.5 150.4 1 59.7 
( 1 88.8) ( 2 0 3.2) (225.1) 
工芸作物 1 25.2 1 2免1 1 80.3 1 81. 9 154.3 1 6 5.8 1 31.6 1 4 1. 3 
(148.D) ( 1 43.7) (143.1) 
その他 197.5 2 31.9 212.8 1 6叉4 2 D 1.8 2 6 5.5 2 7 O.D 28D.D 
養 室主 守守.3 98.4 98.4 9 6.1 7 6.8 65.3 5 1.9 48.D 
(127.5) (121.3) (121.8) 
芸5 産 1 40.4 1 48.2 1 81.6 1 9る.5 1 9 1.9 2 04.6 20 a6 21 7.2 
(216.2) ( 2 2 4.3) (241.7) 
にE訂ごh司L' マ邑きヨて 121.3 105.5 156.0 1 83.8 1 3史2 148.9 1 7 0.7 147.5 
{183.5) ( 1 8 4.3) ( 1 7 3.7) 
牛 手L 1 3 6.7 1 58.3 1 7 6.4 196.4 228.5 25ヌ6 2 9 1.8 32ヌ4
(336.3) ( 3 7 2.5) (410.0) 
鶏 g~ 16 9.6 2 03.4 2 20.8 2 1 3.9 2 50.5 260.5 232.1 275.D 
富山県造林水産部編「富山県農業の動きJ 3 3頁よ b
詑 1. 3 3年までは思統計課長榊農業生産指数Kよる。
3 4名 35 年は長居諜に:J:.~It>て推算。
2. 耕種のその他はチューリップ採程作物である0
3. ( ）は全国分をしめず。
? ??
図されているほどに増大しうるかどフか。才 2には、選択的拡大の方向として、
畜産の飛躍的増大目指しているが、計画どう bの伸びをしめしうるかどうか。
まず、 2 5年度以降の過去 1 0年問。種目別の農業生産c推移をみよう。才
1 4表 Kよれば、 25～2 7年度を基準K して、農業全体の生産は 34年度で
131.5%、 3 5年度で 130.1%と伸びている。ところが就業人口は前述。
どと（ 2 5年度から大巾な減少をしめしている。ナなわち 25年度を基準にす
れば、 30年底は 90 %、 3 3年度は 8 5 ~、 3 5年度は 8 2 %となっている。
とのよ？ K過去 10年間では、農業就業人口では 2割．ちか〈誠少したにもかか
わらず、逆に生産は 5割のびているのである。この生産のうち、圧倒的比率を
占めるのはももうん米であ b、 25年度Kは会生産額のうちの 77. 4 %であっ
たのが、 3 0年度もやは 1'77.5%を占め、 35年度も 7 3. 7 %という比率で
ある。との米の伸びを、全国平均と比較すれば、大体 30年度以降は、全国平
均の伸びを上回っている。全国平均では、米の全生産額に占める比率はy 大体
5 0 %前後であるが、富山県では 7割以上であるから、いかに米中心。農業で
あるかがわかる。前掲才 14表辛子よび全国での生産の推移をしめナ才 15表を
比較すればわかるととく、富山県は米作以外κ、全国平均での上昇を上回って
いる種目はほとんどないと凶ってよい。たしかに富山県でも、選択的拡大に見
合 5 畜産・牛乳・鶏 J)~ ・呆実などは他。ものに比して、その伸びはけたちがい
に大きいが、それでも全国平均での伸びにくらべれば相当 κ下回っていること
は注意ナべきでるる。したがって、富山県の場合、 2 5～2 7年を基準にして、
員会生産全体では 35年は 13 0. 1 %と 5割の生産増加は‘やは D、その圧倒
的比三誌は米作に負っているのである。
とζ うで、 33年度を基準にしての 40年度、 45年度。県の農業生産計画
では、米の占める構成比率は、前述。ごとく、 33年度。 75. 8 %から、 40 
年度は 7 1. 7 %、 4 5年度は 67. 5 %と減少し、逆に畜産は 3 3年度の 7.4 % 
から 1 3 %、 1 7. 1 %と大きく伸びることが予測されている。
まず成長株と自されている畜産について考えてみよ？ a 畜産の伸び率は、 40
年度は基準年次ο33年度にたいして、 2.2倍、 4 5年度には 3.4倍という大
きな目標がかかげられている。との伸び率は、全国の所得倍増計画K:t-ける畜
産の｛申び率五 16倍（ 4 5年度）をよ回っている。畜産は今後、需要。伸びる
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才 14表 全国農業生産指数 （昭25～27立 10 0) 
瓦百＼＼竺ごT 昭29 3 0 3 1 32 3 3 3 4 
純農業生産指数 1 02.9 12 4.5 1 1 7. 4 1 22.1 127.2 1 3 6 
程農業生産指数 104.2 125.7 1 1 8.8 124.0 129.5 1 3 ヱ
耕 種 ？呪8 1 2 t7 11 4.2 11 8.4 121.1 1 2 6 
米 9 5.5 124.5 109.8 11 5.4 120.7 12 9 
麦 類 11 5.8 1 0史5 1 0 4.8 98.2 9 4.0 1 0 9 
豆 類 84.9 11 8.2 1 0 3.3 1 1免4 1 1 9. 6 12 8 
雑 穀 79.9 1. 03.0 9 2.0 1 00.5 1 0 9.8 ？ 2 
レ、 も 類 9 2.s 1 1 9. 6 1 1 6. 3 113.4 11 5.3 1 2 5 
野 莱 類 9 5.2 11 0.9 1 0虫6 11 6.4 11 4. 9 12 6 
果 実 類 1 2 1.1 1 22.0 168.0 1 81.7 1 8 .8 20 3.2 
工芸作 物 1 1 7. 6 1 3虫8 1 4 7.4 1 4スヲ 1 4 8.0 1 4 7 
桑 108.8 1 24.3 1 1 7. 6 1 3 0.2 1 2 7. 5 1 2 3 
養 蚕（まゆ｝ 108.8 124.3 11 7. 6 130.2 127. 5 12 3 
畜 産 148.6 1 7 3.3 1 7 8.3 1 8史5 21 6.2 22 3 
家 畜 1 0 9. 8 1 50. 8 1 52.5 1 44.9 183.5 1 8 3 
牛 乳 2 0 1.3 21 7.0 2 50.5 2 95.9 3 36.3 37 .5 
鶏卵、 鶏 171.3 1 85.0 1 83.5 202.5 21 5.7 22 3 
羊毛、そο他 1 3 7. 9 1 6 3.2 1 7 5.2 1 8 。
（注） 1. 純農業生産指数は粗生産よD輸入飼料および輸入家畜を控除して計算されたもの
である。
2. 粗農業生産指数は耕種、畜歳、養設の合計よタ飼料品bよび桑を控除して計算され
たものである0
5同 耕穫は飼料用生産物と桑を含むものでるる。
農林省統計調査部編「ポケット農林水産統計一19 61ー J 3 5頁よ b
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成長株である ζ とは間違いないとしても、県の伸び率が全国を上回って計画さ
れている点はどタか。前掲才 14表によれば、 25～2 y年度を基準にして、
全国平均では 34年度は 224.3%と伸びているのにたいして、泉では 2o a 6
%である。とのよう re3 4年度までの推移κ辛子いては全国の伸び率を下回って
いたの κ、 45年度までの総合計画では、逆κ全国の伸び率を上回る目標をか
かげているのは問題である。富山県の場合も、 34年度までの生産指数re.i>~ い
て、畜産の伸びは 2o a 6%と芳 1位であ b、米の 13 8. 9 '/JVC （らべてけた
ちがいの大きな伸びである。とのような大きな伸びを今後もつづけるととは十
分κ考えうる’し、そのととによって全農業生産額のうちに占める畜産の比率は
3 3年度。 7.4 ＂＇ょ bも大き〈伸びることは間違いないだろう。しかし 45年
度の見通しとして~ 3 3年度にたいして 3.4倍とな b、構成比にかいて 17 % 
になる、という程に大き〈伸びるかどうかは問題である。とれは全国平均以上
。伸びを計画しているというのが才 1の難点であるし、また畜産そのものが北
陸の気候K十分適していないこと、さらに畜産物の市場価株の変動のはげしい
ζ とが難点である。つま夕、本来。農家にとって新たに畜産VCCD !Jだナとい5
0 は、とれまでの安定した有利な米作から畜産に転換するということであ b、
ζれは相当の冒険でるる。本県農業κとって気候・天候からして最適の米作が、
現K支持価格。もとで保護されているのに、この米作から畜産に転換ナるには、
畜産。方が有利であること、しかも長期的Kみて有利であるかどうかが問題で
ある。ところが畜産の場合、豚肉価格に沿いてみられるように価格変動がはげ
しく、農民にとって、農業の重心を米作から畜産に決定的に移ナという決意は
っきがたいであろう。しかも農業基本法の方向からしでも、 ζ れからの農産物
価格。本筋は、需要に見合った、しかも外国農産物との競争をも前提としての
価格というととになると、畜産物については、米の場合のような支持価格は期
待しえないであろう。だとすれば、富山県のような典型的な水田単作地帯κ歩
いては、米。支持価格制度がつづ〈かぎ Dは、農民の関心は米の反当収量の増
大というととにそそがれ、畜君主増大による選択的拡大の方向が次才κつよまる
としても、依然として米作中心であることにはかわ bはないだろ 5。したがっ
て、総合計画K今ける畜産の増加の目標は若干過大であるといえよう。
米作については、耕作面積は若干減少し、支え農業就業者が 4分。 5κ誠少
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するとされているにもかかわらず、念会かっ 45年度には手ι5年度にたいして
5割増産と予測されている点につhてはどうか。全国の倍増計画では、米の反
収は 32年度。 2.3 7石から 45年度は 2.7 3石と見積られて bb、 ζれは
1 5労の増収である。富山県の場合は、上述。ど正ぐ、，うた伶け全国平均よ bも
｛申び率が若干高かったから、今後の 10年間f'C:j:;-いても全国の水準を上回る伸
びをしめずであろう o Lかし、合間平均で 15 % <D増加を見込んでいるοにた
IA・ して、富山県ではその傍の 3 0 %増とじている点は、どうであろっか。全因
。倍増計画。場合は、農業就業人口は 1 0年後の 4 5年度には、現在の 4<D 3 
程度κ減少し、それに照応して農家戸数も現在。 60 0万戸から 55 0万戸花
減少すると想定されている。この 5 5 D万農家のうち、自立経営農家（耕地面
積2.5町、労働力 5入、年間 1 D 0万円以上。粗収入）は 10 D万戸程度、経
過的非自立経営農家（ 1町、労働力 2人）は 25 0万戸、 0.5町未満農家は
20 0万戸と想定されている。そして、協業。モデル経営規模としては、水田の場合は20叫 0町程
変十畑協議に沿いては40～6 0町程度とされ、いずれもその場合 20～4 0馬力
。大型トラツタターが導入されるというような、相当ドラズチック全農業経営
。変化が考えられている。こ£ように全国の倍増計画ではt5 5 d方i戸のうち
' 1 0 0万戸。自立経営農業の育成と、他方 20～4 0町規模の 7.K田協業と大型
トラックターの導入が想定さず工ている場合でもなかかっ、米の反収は 15 %増
の見込み氏とどまっている Cである。ーもちろん、とのように 15 %増。見込み
氏とどまっているについては、米については今後過剰生産傾向が強〈ミまるとの
見通しのもと l'C＼需要面からの一応の限界を想定し、そο面からして、増収κ
ついての実際医可能と考えられるよタも低自に辛子さえられているからだともい
えよ 5。倍増計画では米の需要は、 31～3 3年度。九 20 5. 7万トンにたい
して‘ 4 5年度は 1.3 2三5万トンとしてかb、とれは 1割増の見通しである。
つ~ 9需要。見通しからすれ段、 45年度までは 1割増でもって足bるのであ
タ‘その点からナれば、 15 %の増収でも十分ととえ bるわけである。
富山県の場合は、農家戸数。減少、経営規模。拡大、また共同化というもの
を、どの程度陀考えているのであるか。計画目標によれば、農家戸数は 33年
度の 83,312戸にたいして、 40年度は 81.700戸、 45年度は 8万戸と
されている。とれは 33年？にえいして、 40年度は 98. 1 %、 4 5年度は
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9 6 96である。との点、全因。場合は、 6 0 0万戸から 5 5、O万戸κ誠少する
とされているのであ b 唱とれは 91.6~[fC 誠少することに走るから、富山県と
比較して、大きな差があるわけである。農家戸数の動向についてはt 戦後 15 
年聞の推移からすれば、今後 10年聞に大巾な誠少をナると予測ナるのは困難
である。しかし、芳 1[fC農業人口、と〈に新学卒者・若年層の農業就業者は地
ナベ.!J的に減少しつつる b、また世帯主がよび’あとつぎ，で他産業専従者。
比率は増大しつつあ b、＊2 [fC下層農家、 と＜ l'C 5反未満層では兼業化。深
化によって、農家所得。圧倒的比率を農外所得[fC$－－いている、といタのが現状
である。ととからして、これまでと異って今後、農家戸数は相当の誠少をみる
ととになってぐるのではないか。もちろん、 5反未満層では農外所得が農家所
得。 4分。’5という大きな比率を占めているとはいっても、との階層の農家も
農外所得一本では家族家計費をカバーし乏ない。したがってとれらの農家Kと
っても、ど〈小きま比率にナぎないとはいえ、農業所得は不可欠のものである
から、間平に挙延躍農といフことはひっかしい。しかし傾向としては、農莱戸
数は、全国。場合の予測の 9 1. 5 %ほどではな加にしても、果。予測以上の誠
少をみ吋るのではZどかる＇.） ；（ド。
富山泉の場合、農家戸寂の動向 :a: ‘~！UC一県の計闘のと :f;o !Iとすれば、 1戸
当D。耕地面積は、 3 3年度。 1.0 6可をのが、 4 5年度では 1.0 8町であ b、
ζ れでは 1戸当 bの平均耕地商積はほぼ不去とみてよいととになる。もちろん、
とれは階層別の耕作規模を無視しての、 1戸当タ平均の耕地面積。推移である
が、少〈とも 1戸当 b平均では、 33年度→ 45年度κbいて反収で大巾な
増加は期待しえをいμのではをいか。しかも、その間κ農業就業人口は 4分。 5
と大き〈減少しているのである。農業就業人口が 4分の 3i'C誠少すると凶うと
き、農業に残る労働力の質が問題である。現在でも新学卒者で農業をつく・者は
会〈例外的とな bつつある。 35年度では中 e高校卒で農業をついだ者は、わ
ずかに 59 6人であ b、とのうち男子は 4 4 2人にナぎない。とれは、今後、
農業の近代化をはかb、マ労働生司産性を高めるために県が必要と考えている新卒
者のうちの一農業就業者数である 1,0 u U人の半分にも会よはない叡であゐ。農
業専従者。男女比率は、 25年の時点では、な辛子 4:6cz:>比率で、女性の方が
男性を圧倒ナ～るほどではなかった。しかし 10年後。 55年度では男女の比率
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は 3: 7とを D、男 1人κたいして女は2人とな b、断然男性を圧倒ナる比率
となった。また年令別構成でみると、 25年度では農業専従者についてみれば、
1 5オ以上。全生産年令者｛男｝のうち 15～2 9オの若年腐の占める比率は
5分の 1であったが、 35年度では 15. 6 %κ激減している。とれが今後 10 
年問、新卒者。農業就業者が年々 5～60 0人とい 5ζ とになれば、 ζの煩向
はいっそう深化し、 10年後には若い男子のいない、年寄と女性を中心とナる
農業という ζ とκなってい〈だろう。とのようを内容の農業人口であ夕、しか
も量的κ4分の 5κ 減少しているのであるから、生産額に$＇ lrlて 31. 2 %の増
加と V>5ととは、 1人当 !J(ICナれば 41%e:i生産増ということ κなるが、とれ
ははたして可能でるろうか。
県の計画では、 「収量。安定向上と省力栽培を重点として、経営の改善をは
か D、経営規模の拡大、共同化の推進等によ D主主主主コストの引下げをはかる。」
（『総合計画編J1 2 0真｝
また「経営組伝改善の方向は、経営規模の拡大であ夕、そのために自立経営
農家の育成をはかるとともに、共同化を推進ナる。
白立経営農家の育成のためκは、農地法等の改正も必要であ夕、農地ο購入
のための資金や資本設備の充実κ必要な資金の確保等についてとくに考慮され
ねばならぬ。
共同化。推進
ア、稲作にお、いては、一つには耕転、防除、刈取、乾燥、調整などの機械の
導入を中心とした共同利用組織を推進ナる。
それを促進ナるために、金融面からの対策を講ずるとともに機械共同化を主体
にした農業近代実験指導集落を設置ナる。 J ｛同 12 5～1 2 6頁）とい 5と
とになっている。たしかに、労働生産性をたかめ、経営組織の改善をほかるに
は、経営規模の拡大が必要であ b、そのための方法としては、自立経営農家の
育成と、いま一つは共同化。推進が考えられる。自立経営農家の育成のための
方策として、農地法の改正、きた農地購入や資本設備充実のため資金確保を促進ナる政
策の必要がタたわれているが、ぞれがどの程度に具体化ナるかは明らかでない。
その点は、あ〈までも今後の国家。農政まちと凶った感じであ b、県としての
積橿的な構想がしめされていない。次に共同化。方は、いわゆる共同耕作にま
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で踏みきるというのでな〈、現在の各農家の経営規模を前提として、その上K
実際に可能な方法としての耕話、防除、刈域、乾燥、調整などで機械の導入を
中心としてすすめていくとい 5のであ b、とれでは共同化というよ bは、むし
う協業化とい 5べき程度のものである。これは、あくまでも現在の各農家の独
立性を前提として、その上で協業化をすナめるということである。もちろん、
との協業化κよっても相当の効果をあげうるであろうが、開発計画で目指され
ているような、生産額を 5割増加させるといフことは可能であろフか。
たしかに 25～ 3 3年度。推移では、連業就業人口は 85 %に減少したにも
かかからず、米の生産は 13 1. 5 %へと増収した。したがって、 ζの 25～3 3 
年度。推移からすれば、計画自標である 5割の増収は十分可能であるとも考之
られ右。しかし注意されなばならないのは、全国的にみても、昭和 3 0年以降、
迅続査作がつづいているが、 30～35年をみると、反当収量にして 30年の愛作を上回っているの
は、もわずかに35年のみにすぎ念い点であるが、 30年は反当収量は2.6石であb、31年～34年
。4ヶ年はそれよbも反当収量が2～5斗低〈、 35年になってやっと 2.6 6石とをb、30年を
上回る反収となっているのにナぎない。とのととは、 25年以降は支持米価のもとで、土地
改良・耕地整理・耕転機を中心とする機械の導入・肥料・農薬の多技・苗代。
改良等によって、 30年の豊作以後は一大凶作に見舞われる rということはほと
んどなくな b、万年豊作型になっているが、しかし一方、ぞれらの努力κもかか
わらず、 3 0年。大量作を大きく上回る反収をあげるととのむつかしさを物語
っている。したがって、とんど 45年度までの期間を考えてみても、大きな不
作・凶作とい 5のは考えられないとしても、 5石を大き〈上回るょっ ;1反収を
コンスタント κ期待はできないのではなかろうか。全国の倍増計画では、反当
収量を 2.3 7石（ 3 2.年度） → 2. 7 3石（ 4 5年度｝と想定しているが、恐
らくこの程度。増収ならば十分可能であろうが、 5石を大き〈越すというのは
困難であろう。富山県の反収。推移は才 15表のごとくである。県の 30～3 5 
年の各年をつうじて、全国平均よ bも反収は若干上回っているが、ととでも
3 0 ,q三の 2.7 1石と 34年の 2.7 2石がトップ・レベルであ b、他の年はいず
れも 2.3～乙 7石の間を上下している。 ζ の反収 2.5～ 2. 7石とい 5のは、20
～ 2 9年の平均 1.9 6石に比較ナれば相当に高い水準である。しかし、富山県
でも大量作。 3 0 年~ 2. 7 1石を上回っているのは、わずかκ34年のみであ
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才 15表 米作推定実収高 E富山県｝
推定実収高 反当収量
昭和 30年 304, 2 00唱 4 0 7 kg ( 2.7 1石7
3 1 258,900 346 ( 2.3 
3 2 280, 850 3 .74 ( 2.4 9 
3 3 292.87.0 3 88 ( 2.58 
3 4 309,670 409 ( 2.72 
3 5 3 0 1, 5 3 0 3 98 ( 2.66 
戦前明16～穴14年 220,500 294 ( 1.9 6 
昭和元～19年 246,DOO 30 9 (2.06 
鞠舌昭20～29年 213.000 294 (1.96 
! 
北陸銀行調査部綴「富山県の産業J 8 7頁よb
るから、ここでも反収企いう点では、まず 5石を大きぐ上回るとInうのは困難
になもわれる。それ故κ、米作については、とんど反当収量の増大という点ではしほほ5石
去しq うのが一民の上隈~芳えられるのでは左いか。それで今後は反収増大の面
よDも、むしろ投下労働量の節約Kよる労働生産性。上昇という側面がよ D重
視されざるをえないであろ 5。このことは、今後いっそう農業就業人口の激減
すること、まえ一方からは米作については過剰生産傾向。強よまるという見通
しからしても、当然のととといえよう。しかし、労働生産性の上昇を目指すと
h うことになると、ど 5しても経営規模の拡大と大型トラックタ －CZ)導入によ
る深耕ということが考えられねばならない。経営規模・耕作規模。拡大という
点では、一方での自立経営農家の増加と、他方での共同化。推進ということに
なる。しかし経営規模2～5町といっ程度。自立経営農家では、反収増大とい
う点ではとも角として‘労働生産性の上井については犬〈を期待しえない。し
たがってその点では、どうしても共同化。推進ということが、中心的課題とな
らざるをえない。とくに共同化を迫る条件。一つは、労働力。激減という同題
である。農業就業者の激誠κよって、在来。長家単位。経営では、正常な農業
経営、と〈に農繁期を切bぬけるととができない、というと ζろまで次ヨ？に追
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い ζ まれて〈るのではないか。か！HC4 5年度。時点で‘富山県の農家戸数 8
万戸、農業就業者 16万人とすれば、 1戸当 D平均 2人である。 ζ の 8万戸の
うち、自立経営農家はどれぐらいκなるかを予測するのは困難であるが、全国
。倍増計画。場合の目標である 55 0万戸のうち自立経営農家 10 0万戸（18 
% ）とい 5比率κ見合って、富山の場合かりに 1万 5,.0 0 0戸としよう。 ζ の
1万 5,0 0 0戸は 1戸当 !J3人とすれば、 4万 5,0 0 0人である。とすれば残
りの 11万 5,0 0 0人が 6万 5,0 0 0戸を耕作してい〈ということにな b、と
れは 1戸当 !J2人K満たないというととになる。このよう念農家は、もちろん
専業農家では念いしy また反収の増大を期待する ζ とはむつかしい。したがっ
て、こ ο1戸当 !J2人未満の労働力しかもたないとれらの農家にかいて、増産
をかちと b、また労働生産性をあげるためκは、どうしても思い切った共同化
。方向をとらざるをえないのではをいか。しかも、との共同化は県が考えてい
るような、各農家。農地を不可侵C 前提として、その上での協同作業をすすめ
るといった程度では、とってい計画目標を達成しえないのではなかうっか。 ζ
の点では、国の倍増計画にあるよ？~、水田協業に辛子けるモデル規模としての
2 0～4 0町程度の経営規模、 20～4 0 J馬力。大型トラックター導入といっ
たものを積模的に考えるのでなければ、労働生産性。際立った上昇を期待しえ
ないであろう。ただ、このような大規模な協業という ζ とKなれば、 ζ れは各
農家の耕作規模を不可侵の前提としていては、とうてい実現できない。しかも、
乙＠ような共同化。捻進のためには、国家の農業構造政策。中心が共同化とい
う点にナえられねばならないであろう。ところが、現在。農業基本法での構造
政策。目標は、自立経営農家。育成と協業化。推進としq う二本建であ夕、しか
も力点はむしろ自立経営農家。方l'C:Jo>かれている。したがって国の農業I'(:j;,＇い
ても倍増計画に想定されているような大規模な共同化。実現されることはむつ
かしいであろう。と ζろが、県の場合は、国の倍増計画にある共同化計画のモ
デル規模としての 20～4 0町の耕作面積、 20～4 0馬力の大型トラクター
。導入といった具体的な目標をもたなくて、ただ抽象的に「耕転、防除、刈取、
乾燥、調整左どの機械を導入を中心とした共同利用組棋を推進ナるJとあるの
みでは、効果は全くうたがわしい。したがって、県の総合開発計画κある、45
年度。生産が33年度にたいして 5割増の生産をあげるという目標。達成は疑
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かjでゐるといわざるをえない。
次に、か Dにこの目壌が達成されたとしても、農業就業者 1人当 9e)主主業所
得が計画にあるように伸びるかどうかは、疑問である。
藷単年次の 33年度の 1人当 b生産額は 11万九 70 0円にたいして、造業
所得は 8万三 00 0円となって bb三造業所得は生産額の約 7割となってhる。
｛前掲、才 12 J受参照） 4 0年度では 1人当 bの生意窺u1 6万号 Bo. 0円に
たhして、所得は 11万 7,3 0 0円であ D、この場合も農業所得は生産額。約
7苦手jである。 45年度では生産額は 23万 2 0 0円にたいして、所得は 15万
8, 3 0 0円であ D、 ζの場合もまた約 7割である。つま 94 0年度も 4.5年度
も、 33年度。場合と同様κ、農業所得は生産額。約 7割と計算されているの
である。しかし、この計画は、いった h どの程度に突現性があるだろフか。す
でに 26～3 3～3 5年度。推移をみても、産業所得の産業担収益に占める比
率である農業所得率は漸減の領向をしめしてhる。才 16表によれば、 26～ 
3 3年度。農家 1戸当 9e)所得率は 26年度一7as領、 29年度－ 74. 1 %τ 
3 1年度一 71. 1係、 3 3年度一 70. 3婦、 ( 3 5年度－.，－ 66.8%）と漸減傾
向をたどっている。これを全府泉でみれば、所得率は各年次とも富山泉よタも
担当下回ってか D、 26年度一 74. 2 %から 33年［)l-'-6 4. 5労（ 3 5年度－
62.5%）と大巾な低下となっている。このよ.？ vc、全府県平均と比較すれば、
富山県の農業所得率は成当高い水準にあるが、傾向としては次才κ低下しつつ
あることは否定しえない。 ζれは、米作において典型的にみられるように、反
収の増加を目指して、各農家は零細規模。耕作面積κ、肥料・農薬・農機具等
を多等ナるために、反当収量は増加し、したがって農業総収益は増大したが、
その伸び率以上に農業経営費の伸び率が高〈さとってきたからである。今後、45
年度合での開発計画。聞に、上述のごとく、農家戸数の急激な減少は想定され
てh てといし、また共同化も、既存の各農家。農地規模を前提としての機種的念
協業化が考えられている κナぎないから、経営規模の大巾な拡大の見通しは稀
薄である。 ζの零細規模。経営での生産上昇。期待とい 5ζ とであるから、い
さかい経営費の大巾な増大、 したがって農業所得率は 3 3年度よ bも、 hっそ
5下落ナると考えられるのではないか。とナれば、 45年度(IC:j;~ いても、. 3 3 
年度とほぼ同率の 7割。所得率を想定するというのは、ナでに 35年度 (ICj;,い
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才 16表 農業経営。成果（富山県｝
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4法） 1. 農林省農家経済調査による。
2. ( ）は発展比をしめナ。
富山県農林部「富山県農業の現状と問題点J 7貰よb
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74.5 1as 
95.8 11 7. 5 
108 1 0 3 
11 3 1 54 
ても 7割を大き〈割っているという ζ とからしても、過大会見通しであると h
えよう。 26～3 5年問。過去 10年間κ、富山県では 11 <f;、会府県では
1 2 %という大巾な下落であった。したがって、 4$年度κは 60 %程度の所
得率とみてhいのでは念かろうか。とナれほ 1人当 !JID生産額 23万円κたい
して、所得は 13万 7,0 0 0円というとと κなる。とナれば芳2次産業との所
得格差は、県の計画の予測以上κ拡大ナるとい 5ことになる。
⑤ 農工の所得格差κついて
か !J！＇（農業の生産額辛子よび 1人当 bの生産所得額が、計画目標どう bに実現
したとしても、それによって農工の所得格差が縮少されるのではな〈、逆κ拡
大するところに、農業の前途を培〈ナる問題がある。ナなわち前掲才 5表にみ
たどと〈、農業では基準年次の 1人当 .!'JID生産所得額 8万も 00 0円にたいし
て、 40年度は 11万Z0 0 0千円、 45年度は 15万 8,0 0 0円とされてい
るのにたいして瓦製造業では ~12).;J:. lZ)24万 10 0 0円－ 40万 6,0 0 0円－
5 6万 6,0 0 0円となっている。 ζれは基準年次に bいて、製造業にたいして
農業所得は 32. 6 %であったのが、 40年度では 2a 9 %、 45年度では27. 9 
%と逆に格差。拡大すること陀なっている。しかも、農業lZ)1人当 DC生産所
得。推移では、前述。どとく、 4 0年度、 4 5年度は所得率が過大に計算され
ていると凶えるから、農工の所得格差は計画。数値よタも、もっと拡大ナるも
のと考えられる。とナれば、格差はもっと拡大して、まナます農業は相対的κ
不利な産業になってい〈といえる。
とζ ろで、農工の所得格差を問題にする際、前掲の才4茨では、 1人当 bで
農業所得は製造業での所得。 5割前後にすぎないが、この数字は農業の場合も
製造業の場合も、勤労所得とともに業主所得も含まれているから、勤労所得と
い 5点では、正確な比較をなしえな ＼（） 0 また現在、産家C 大部分は兼業農家で
あD、農家経済を問題κナるとき、兼業所得をぬきにしての検討は全〈一面的
であるといえる。富山県の場合は、 35 ＆存度で専業率はわずかに 22 %にすぎ
ず、兼業率は 78 %であ D、約 8割の農家は兼業農家である。とο兼業。うち
才 2穣兼業が 3 4. 5 %にかよんでいる。とれを全国平均でみれば同じ（ 3 5年
度専業率は 34. 3 孫、兼業 I~ は 6 5. 7 %となってかb、富山の方がはるかに高
い兼業率である。
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富山県は、 ζ 。ょ； l'C農家の 8割が兼業農家であ夕、また ζの兼業農家の約
半分が、他産業を主とする才 2種兼業であるから、いわゆる農工の所得格差を
問題にするときは、農外所得を無視しての議論は非現実的なも＠であるといえ
る。芳 17表は、富山市勤労世帯と県農家世帯。世帯員 1人当 bの所得を比較
したものである。｛もちろん、農家経済調査は 32年度以降は、それ以前と調
査方法が異って~るから、厳密には比較できをいが、一応。傾向はつかめる。）
ζれによれば、 3 0年の豊作のときを例外にして、勤労者世帯。方が農家世帯
（平均｝よ bも世帯員 1人当りの所得は、 2割前後高いととがわかるし、また
その搭差は若干の拡大傾向にある。農家所得には、年々次ヨ？に増大ナる比率で
農外所得が加わっているにもかかわらず、なかかっ両者。絡差が拡大傾向にあ
るのであるから、農業所得のみをとってみれば、その格差はいっそう大きい ζ
とが考えられる。しかし、 ζれを逆にいえば、農業所得のみではもっと大きな
格差になるはずのものが、農外所得。増大によって所得格差を 2割湿度。と ζ
ろにとどめているのだ、ともいゑる。今後、兼業化はさらにすすむだろうとと
が見通されるから、その側菌からみれば 1人当 bc農家世帯と勤労者世帯。所
得格差が縮少するととが考えられるが、にもかかわらず格差が拡大ナるとナれ
ば、ぞれは農家所得に占める農外所得。増大以上κ農業所得が相対的K低落ナ
る ζ とを意味ナるものである。 ;ii."-農外所得。農家所得に占める比率増大を階
層別Kみれば、下層農家ほどその度合は強〈、 5反未満の下層は農家というよ
Dは、まナます勤労者世帯。範噂に近づ〈ことにな D、乙 ζ では農工の所得格
差といっても、そ C本来。意味が弱〈なって〈るだろう。したがって農工の所
得格差という場合は、少〈とも差是外所得よタも農業所得の方が大きな比率を占
める 1町以上層の農家について検討すべきであろっ。これにたいして、下層と
くに 5反未満層では、農家としてよタも、むしろ勤労者世帯として把握して、
その勤労所得が、労働市場。二重構造に辛子いて、巨大企業からえているのか、
ぞれとも中小零細企業からえているのか、またその所得が安定した本工として
のものであるか、または不安定な臨時工としてのものであるか、といった点を
中心として考えるべきであろう。もちろん、 ζの 5反未満も農外所得一本では
家族家計費をカパーしえないのであ夕、ぞれ故に小さな比率のものであっても
農業所得は不可欠のものであ D、したがってこの階層の農家といえども早急な
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実数
比
勾雫功ヱ＂ミ
才 17表 都市勤労者世帯と農家世帯。 1人当 D所得。比較
（富山市） （富山県）
29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度
円 円 円 内 円 内 円
勤労者世帯 68,553 6 6,8 7 9 83,3 52 83, 9 7 6 85,426 9 4.7 42 1 0 1,37 8 
1人当 b所得
農家世帯（平均｝ 61.375 73,354 6 4.2 2 0 68,282 7 3,5 0 5 7 5,2 39 77,872 
1人当 b所得
0. 5町未満 62,7 3 5 6免883 63,041 56,935 64, 6 81 6 2.313 6 2,5 3 4 
1人当 b所得
0. 5～ 1. 0町 5 3,0 3 0 63,536 6 1,0 1 3 57,918 6 5,32 0 72.1 43 73,31 1 
1. 0～ 1. 5町 5号288 6え912 6 0,8 8 4 7 5,2 62 7 6,81 6 84.4 0 7 7号609
1. 5～ 2.0町 7 4,0 2 2 91,4 4 5 7 o.o 8 5 a2.so・s 84.7 3 0 7 8,75 0 7号694
2.0町．以上 77,904 105,158 8乙236 9 5,0 5 4 88,83 3 99,.971 97,725 
29年度 30年度 31年度 32年度 何年度 34年度 35年度
勤労者世帯 1 0 0 1 00 1 0 0 100 1 0 0 1 0 0 1 0 0 
農家世帯｛平均） 8史5 1 1 0 77.2 8 1.5 86.5 79.2 7 6.8 
0. 5町未満 9 1.6 1 04.7 7 5.7 6aO 7 5.7 6 5.9 6 1.7 
0. 5～ 1. 0町 7 7.5 95.5 7 3.1 6立。 7 6.5 7 6.0 7 2.0 
1. 0～ 1. 5町 8 6.5 104.7 7 3.1 8 9.4 9 0.1 8叉O 7 8.5 
1. 5～ 2. 0町 108 1 44.2 8 4.4 99.5 83.2 96.4 
2. 0町以上 1 1 3 157 9 8.6 11 3 104 1 0 5 9 6.1 ， 
1. 農家世帯は農林省富山統計調査事務所「農家経済調査jti:ょb計算。会計年度
2事 都市勤労者世帯は富山県統計課「家計調査報告j よ]J0 歴年
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脱農ο見通しのたたないとい 5点κ重要な問題のあることはナでに。べた。しかし、
ζ 。農家をして脱差是を謄賭せしめる主たる原因は、農業ではな〈、農業外の雇
用条件にある点は認められねばをらぬ。芳 17表によれば、各年次をつうじて
農家世帯は上層κなるにしたがって、世帯員 1人当 bの所得は上昇してb b、
2 9、 30年度。時点では 1.5～2町、 2町以上という上層では、農家世帯の
方が勤労働者世帯よ bも所得が上回って加え。したがって、 ζ の時点では、 1.5
lf以上層に bいては、むしろ農家世帯。方が有利であったのである。しかし、
ほほ 31年以降は、勤労者世帯の方が、所得。伸びが大き〈、 1. 5～2町層で
は逆κ勤労者世帯の所得。方が大き〈在ってきている。また最上層。 2lf以上
層でも豊作。年でゐった 3 0年では勤労者世帯κたいして、 1人当 b所得は
1 5 7 %と、 1. 5倍を上回る所得であったが、 31年以降は次才K減少しはじ
め、 35年ではついに勤労者世帯。方が逆に上回るようになっている。このよ
うに農家世帯と勤労者世帯。 1人当.！？ <D所得を比較すれば、①、農家の各階層
。平均の所得では、 3 0年の豊作の年を例外として、勤労者世帯。方が大きな
所得をえてまpb、しかもその格差は拡大c傾向κあるのは当然として、＠、。農
家を階層別にみえ場合でも、 1. 5～2町層はもちるん、最上層。 2町以上層で
も、農家世帯。優位は次才にな〈な Dつつある。しかも、この 2町以上層は全
農家数。約 5% <D比率を占めるにすぎない。かくして自立経営農家として考え
られている最上層。 2町以上の農家κしでも、勤労者世帯と比較して決して優
位にあるοではなく、むしる今後、次才κその格差が拡大する傾向κあるとみ
てよかるう。しかし、とοような傾向をもふ〈めて、現在でもま b、 1.5～2 
町層、 2町以上層は、ほほ勤労者世帯に匹敵する世帯員 1人当 J<D所得を確保
しつつある点は認めねばならない。しかし、 ζ とで忘れてならぬととは、これ
らの農家の農業所得。大部分は、現に支持価絡によって支えられている米作κ
よって確保されている点である。 ζんど 2町以上躍を自立経営農家として育成
するというときも、とれらの農家が曲 bな.！？ f'Cも一応自立経営といえるのは、
米の支持価格制度を前提として。話である。これから ο1 0年間κ、米の支持
価格制度はどのよう念推移をしめすか。それは廃止される ζ とはないとしても、
米の過剰生産憤向。激化と食管会計＠赤字の累積κよって、次才κ変容を受け
ることは間違いあるまい。とすれば、自立経営農家。構想自体も再検討されざ
- 53 -
るをえ念いだろう。か〈して農家は、その全階層をふ〈めて、勤労者世帯に比
較して不利であb、しかもその見通しは暗いといわkざ uるをえない。とのような
農業の向5ぺき途はどタであらねばならぬか。まととに農業。斜陽化は深刻で
あるといわざるをえない。
なな、世帯員 1人当lJ'2:)農家所得と勤労者世帯。所得。比較を全国平均と富
山県の対比κかいてみればどうか。芳 18.泰は、全国平均の数字である。 29 
芳18表全国農家所得と勤労者世帯実収入の年次別比較
農家所得① 錨姉勤労者世智掲民入＠ ①／② 
昭和26年 256,939 円 193,384 円 1 2虫5 % 
2 7 283,620 2 4号86 4 1 1 3.5 
世
2 8 302.656 31 2,3 OD 9 6. 9 
手管 2 9 3 1ス36 2 339,396 9 3.5 
当 3 0 358,098 350,028 1 0 2.3 
lJ 3 1 339,720 369,312 9 2. 0 
3 2 340,639 3 ・9 1, 9 6 8 8 6.9 
3 3 3 4ヌ46 9 415,956 8 4; 0 
昭和26年 五常71 2 4 2,3 9 0 9 3.7 
2 7 4 4,1 0 9 52,382 8 4.2 世
帯 2 8 47,513 6 5, 1 9 8 7 2.9 
員 2 9 50,778 7 0,7 0 7 7 1.8 
一 3 0 57.572 7 4.3 1 6 7 7,5 
人
当 3. 1 5 4. 9 7 1 82,620 
6 6.5 
!J 3 2 57,833 88,281 6 5. 5 
3 3 59,943 93,264 6 4.3 
｛注） 1. 農林省「農家経済調査1i.'-よび総理府統計局「家計調査報告jによる。
2. ①は舗十年度 ②は店主手
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年では‘農家ID1人当 .！） ID所得は勤労者κ比して、全国では 71. 8 ~κ た加し
て、富山では 8史 5'/Jであ b、富山の方がまだしも、有利であるといえる。そ
れが 3 3年κは、いずれも農工の格差は拡大しているが、全国では 64.3'/IVC
なっているの Kたいして、富山では 86. 5 %となっている。すなわち、富山の
方が格差拡今大c率が小さいのだといえる。しかし富山県κbいても、 .35年ま
での推移をみると、両者。格差は次才κ拡大して、 35年では 76. 8 %となっ
ているのである。～ ζのよ 5κ、農家では兼業化が次方？に深化し、農外所得。占
める比率がまナます増大しつつあるにもかかわらず、世帯員 1人当 .!1vcして農
家所得と勤労者世帯所得。格差は縮少ではな〈‘逆κ拡大化。傾向をた Eって
いるのである。
したがって、現状。経営規模をもってしては、農工c、または農業と他産業
との絡差。縮少は期待しえないと断定せざるをえない。その点は、選択的拡大
。対象とされている畜産・呆樹等Kしても‘ ζれらは才 1に価格面κbいて、
米麦κ〈らべて不剥であDもまたぞれらの生産の発展という場合も、いわゆる
自立経営規模。小資本をもってナる経営すは‘他産業との格意。縮少は望むべ
くもなかるう。したがって、今後。農薬の焦点は、どタしても経営規模。拡大を
なし 5るかどっかにかかっているーだろう。
経営規模。拡大という点では、次のような問題がある。
まず才 1κは、現に激しい勢いで進行している農業人口の激誠に対応ナる形
で、農家戸数が急減し、 1戸当 .!JID耕作面積の拡大する方向。あるいは農業人
口＠激減に対応ナる形では農家戸数は誠少せず、戸数は停滞的念漸波傾向であ
るとしても、農家問。耕地の移動が激しくすナんで、両極分解がをされ、上層
。農家の耕作規模。拡大ナる方向。こο両者は、いわゆる自立経営農家の増大
・発展。方向、あるいは、さらにすナんで資本家的農業経営の方向である。も
ちろん、わが国κかいては自立経営農家。枠を、大き〈越えて資本家的農業経
営の見通しは弱いから、要ナるにこの方向は、自立経営農家の発展。方向であ
る。
ヨナ 2vcは、自立経営農家の増大と並行して、あるいは、それを圧倒ナる形で、
協業化さらには共同化。発展する方向。
? ．
?
? ?
農業の経営規模の拡の方向として、上の 2つの方向が考えられるが、はたし
てわが国にかいて農工の所得格差を是正しうるlほどに経営規模を拡大しうるか
どうか。との点κついては、上述のごと〈自立経営農家の育成の方向では期待
うすといわざるをえない。か bk今後、 10年後は無理としても、 20年後ま
たは 30年後に農家戸数が半減しえたと、あえて仮定しても、その際の 1戸当
bの平均耕作面積は、現在の 1町にかわる 2町にすぎない。このよ 5を2貯を
基準とするよ 5な農家の大’巾な増加というととでは、農工の所得格差。是正と
い 5には程とないであろう。したがって現在。零細農耕経営を質的κ転換して
大規模経営を可能Kナるためには、＼／＇＞ j; .；..っο方向である共同化というととが、
構造政策の本命として位置づけられねばならないだろう。しかし、とのよう念
課題に答えうる程。大規槙の共同化が実現される条件が、現在の資本主義制度
It( i,~ いてあるかどうか。支えw そもそも自立経営農家の育成をも含めて、共同
化。推進という構造政策自体が、わが国の現状にかいて果して、現実的な対策
かど 5か。こうした問題が更めて検討されざるをえないが、それは本稿。直接
課題ではないので、稿をあらためて分析しょ '.j0 
｛了）
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